
西尾市公共施設白書西尾市公共施設白書西尾市公共施設白書西尾市公共施設白書２０１２２０１２２０１２２０１２　　　　施設別施設別施設別施設別データデータデータデータ

１　土地データ

㎡

（ ） ㎡

２　建物データ（複数棟の場合、建築年月・建築構造・階数は主な建物データによる。３　建物の総合判定も同じ）

㎡ 千円

㎡

４　管理運営データ

人 人 人

施設外観

円/人 1,544.57         13,373.86    円/人

コスト計算

（※３）

特 記 事 項

利用者一人あたり 市民一人あたり 延床面積１㎡あたり

円/㎡1,062.09         

階 数

総 取 得 費

（中学校地区）

建 物 構 造 鉄骨鉄筋コンクリート造

構 成 施 設

延 床 面 積

建 築 年 月

1-1

複合・併設施設 -

 12,062.80

H20.6

うち借地面積西尾中学校地区

合　計（①＋②） 262,335,800 

41,523,871 

指定管理料 - 

 その他委託料 - 

その他運営費（事業費） 1,653,138 

小　計 79,955,405 

①①①①施設維持施設維持施設維持施設維持コストコストコストコスト

　施設を維持管理

　するために要す

　る経費

　　　　＋

②②②②施設運営施設運営施設運営施設運営コストコストコストコスト

　施設を運営する

　ために要する経

　費

小　計 182,380,395      

②

施

設

運

営

コ

ス

ト

人件費（賃金含） 35,440,000 

燃料費 1,338,396 

光熱水費

22,798,463          

工事請負費 5,240,130            

その他維持費 -                        

234,432               

国　費 -                        

支支支支

　　　　

　　　　

　　　　

出出出出

市費（一般財源）

維持管理委託料　 109,610,316         

①

施

設

維

持

コ

ス

ト

人件費（賃金含） 42,528,000          

金額（円）

247,000 

利用状況（※２）

収収収収

　　　　

　　　　

入入入入

利用料等 -                        

254,593,617         

その他 7,742,183            

合　計

　Ｈ23決算ベース

ファシリティ

コスト

　（施設コスト）

内　訳 金額（円） 内　訳

262,335,800 

県　費 -                        

敷地借上料

不明 不明

年間開館日数 管理形態

直接運営

Ａ（推計） 構造体劣化調査 Ａ（推計）

21年度 22年度 23年度

所管部課 総務部　総務課

所   在   地
寄住町下田２２番地

施  設  名 本庁舎本庁舎本庁舎本庁舎

大分類 庁舎等 小分類 本庁舎、支所 施設番号 1101

 31,314.15

 19,615.56

       -

6,218,970 

敷  地  面  積

避 難 所 指 定 指定無

 本庁舎、会議棟、レストラン・トイレ棟、車庫・倉庫棟

調査年度 平成24年度

修繕料 1,969,054            

火災保険料

7(1) 階

健全度判定 Ａ（推計）

３　建物の総合判定（構造体劣化調査・健全度判定の調査結果による）　（※１）

うち借家面積

総 合 判 定

244 日



　

(a) 年 (b) 円 (c) 円

※１

※２

※４

※５

※６

※７

※８

※９ 市民一人あたりの(c)：(b)の年平均÷人口（平成25年１月25日現在の169,844人）

５　データ分析

(b)の年平均：(b)÷法定耐用年数の残存年数。残存年数がない場合は解体費用のみ計上。

ＩＳ値：耐震診断を行った場合の建物の耐震指標のこと。耐震改修促進法等では耐震指標の判定基準を0.6以上としており、それ以

下の建物については耐震補強の必要性があると判断される。ただし、防災拠点となる公共施設等は0.7以上としている。

新耐震基準：昭和56年6月の建築基準法改正以降に建設された建物の耐震基準（マグニチュード８以上の大地震に対する耐震性が

確保されている）のこと。改正以前の基準の建物は「旧耐震建築物」と呼ばれる。

　延床面積延床面積延床面積延床面積１１１１㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの年間利用者数年間利用者数年間利用者数年間利用者数をををを示示示示すすすす指標指標指標指標（（（（人人人人））））

　年間利用者数（3年平均）÷延床面積　数値が高いほど利用者数が多い.。

　利用者数が不明の場合は評価できないため0、利用者数が0の施設は1

レ ー ダ チ ャ ー ト で 示 す ６ つ の 指 標

（ａ）までに要する修繕・解体コスト：現在から法定耐用年数まで使用した場合に必要となる施設の修繕と解体の費用の概算額。

ⅢⅢⅢⅢ....バリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリー

　主主主主なななな建物建物建物建物にににに対対対対するするするするバリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリーのためののためののためののための整備状況整備状況整備状況整備状況をををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　6項目について確認。全ての項目に対応している場合「対応」、一部でも対応していない

　場合「一部対応」、全くしていない場合「非対応」と評価。

対応済

法定耐用年数までの残存年数：法定耐用年数から建設からの経過年数を減した数。法定耐用年数を超えた場合はマイナスで表記。

　ファシリティコストファシリティコストファシリティコストファシリティコストにににに対対対対するするするする利用料等利用料等利用料等利用料等（（（（利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの割合割合割合割合））））をををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　利用料等÷ファシリティコスト（施設維持コスト＋施設運営コスト）

　数値が高いほど、利用者負担の割合が高く、収支のバランスが取れている。

　利用料等が発生しない施設は１、ファシリティコストが発生しない施設は３

　延床面積延床面積延床面積延床面積１１１１㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの施設維持施設維持施設維持施設維持にかかるにかかるにかかるにかかるコストコストコストコストをををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　①施設維持コスト小計÷延床面積

　数値が高いほど、施設規模に比べて施設維持にコストがかかっている

　施設を保有していない場合は0。保有していても施設維持コストが発生しない場合は３

総　合　評　価

経過年数から老朽化の問題はない（Ⅰ）。耐震性能を有する（Ⅱ）。バリアフリーは対応済（Ⅲ）。

(b)の年平均（※８）

2,745,259,000 

※３

建物の総合判定：構造体劣化調査と健全度判定の結果から総合判定を行なっている。判定の序列はＤ→Ｃ→Ｂ→Ａの順に良くな

る。（推計）は、調査していないが、類似建物と比較して評価したもの。複合施設の場合は、主たる施設で判定。

利用状況：人数は施設の年間延利用人数。学校・幼稚園・保育園・児童クラブは、各年4月1日現在の在籍児童生徒数。市営住宅等

は入居戸数（世帯数）で記載。庁舎等で利用者数等の把握が難しい施設は推定値

コスト計算：市民一人あたりは、ファシリティコスト÷人口（平成25年１月25日現在の169,844人）

コスト計算：延床面積一㎡あたりは、ファシリティコスト÷延床面積

1-2

コスト計算：利用者一人あたりは、ファシリティコスト÷利用者数（３か年平均）

46 

同一小分類の施設間比較では、㎡あたりの利用者数は平均的（Ⅳ）、利用者負担の割合は少ない

方（Ⅴ）、㎡あたりの施設維持コストは平均的（Ⅵ）。

法定耐用年数までの残存年数(※６) （ａ）までに要する修繕・解体コスト(※7)

（％）

ⅥⅥⅥⅥ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの

施設維持施設維持施設維持施設維持コストコストコストコスト

ⅠⅠⅠⅠ....老朽化状況老朽化状況老朽化状況老朽化状況

ⅡⅡⅡⅡ....耐震性能耐震性能耐震性能耐震性能

　　　　主主主主なななな建物建物建物建物にににに対対対対するするするする耐震安全性耐震安全性耐震安全性耐震安全性をををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　　　　耐震性能の有無・耐震診断の未診断と、Ｉｓ値・新耐震基準を表示

　建物建物建物建物のののの老朽化老朽化老朽化老朽化をををを示示示示すすすす指標指標指標指標（％）（％）（％）（％）

　　　　建設からの経過年数を法定耐用年数と比較して％表示

　1-（法定耐用年数までの残存年数÷法定耐用年数）複数棟の場合は主な建物で算定

　数値が高いほど老朽化が進んでいる。

8.00

新耐震基準

有

レーダーチャート

耐震性能･･･

ＩＳ値等･･･

（同一小分類の施設間で比較）

（同一小分類の施設間で比較）

- ％

12.59 人/㎡

351.38 円/人

ⅣⅣⅣⅣ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの

利用者数利用者数利用者数利用者数

ⅤⅤⅤⅤ....利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの割合割合割合割合

9,297.74 円/㎡

（同一小分類の施設間で比較）

市民一人あたりの(c)（※９）

59,679,543.48 

0

1

2

3

ⅠⅠⅠⅠ....老朽化状況老朽化状況老朽化状況老朽化状況

ⅡⅡⅡⅡ....耐震性能耐震性能耐震性能耐震性能

ⅢⅢⅢⅢ....バリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリー

ⅣⅣⅣⅣ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの利用者数利用者数利用者数利用者数

ⅤⅤⅤⅤ....利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの割合割合割合割合

ⅥⅥⅥⅥ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの施設維持施設維持施設維持施設維持コストコストコストコスト

建設からの経過年数を

法定耐用年数と比較

３. 30％未満（残存年数多）

２. 30%以上7割未満

１. 70％以上（残存年数少）

新耐震基準（※４）への適合性

３. 新耐震基準・耐震改修が不要又は施工済

　　（ＩＳ値　0.7以上）（※５）

２. 耐震改修が不要又は施工済

　　（ＩＳ値　0.6以上 0.7未満）

１. 耐震対策が必要又は耐震診断未実施

車イス用エレベータ、身障者用トイレ、道路

から入口までの車イス用スロープ、自動ドア、

階段手すり、点字ブロックの6項目の整備状況

３. 対応済　２. 一部対応　１. 非対応

３．上位3割以内（施設維持単価安）

２．中位

１．下位3割以内（施設維持単価高）

３．上位3割以内（利用者負担の割合が高）

２．中位

１．下位3割以内（利用者負担の割合が低）

３．上位3割以内（利用者数多）

２．中位

１．下位3割以内（利用者数少）

くもの巣グラフと言わ

れ、グラフ面積が大きい

ほど評価が高くなる。

ⅠⅠⅠⅠ～～～～ⅢⅢⅢⅢ：：：：絶対評価絶対評価絶対評価絶対評価

ⅣⅣⅣⅣ～～～～ⅥⅥⅥⅥ：：：：相対評価相対評価相対評価相対評価

同一小分類の施設間で比較

　※評価できない場合は0

　※評価できない場合は0



西尾市公共施設白書西尾市公共施設白書西尾市公共施設白書西尾市公共施設白書２０１２２０１２２０１２２０１２　　　　施設別施設別施設別施設別データデータデータデータ

１　土地データ

㎡

（ ） ㎡

２　建物データ（複数棟の場合、建築年月・建築構造・階数は主な建物データによる。３　建物の総合判定も同じ）

㎡ 千円

㎡

４　管理運営データ

人 人 人

施設外観

円/人 570.10           19,879.96    円/人

コスト計算

（※３）

特 記 事 項

第8回再配置検討ＷＧにおける検討施設。

別館及び会議棟は耐震診断未診断。

利用者一人あたり 市民一人あたり 延床面積１㎡あたり

円/㎡1,146.06         

階 数

総 取 得 費

（中学校地区）

建 物 構 造 鉄筋コンクリート造

構 成 施 設

延 床 面 積

建 築 年 月

2-1

複合・併設施設 防災資機材庫（1260）

       -

S42.10

うち借地面積一色中学校地区

合　計（①＋②） 96,828,132 

6,958,925 

指定管理料 - 

 その他委託料 - 

その他運営費（事業費） 656,125 

小　計 58,748,510 

①①①①施設維持施設維持施設維持施設維持コストコストコストコスト

　施設を維持管理

　するために要す

　る経費

　　　　＋

②②②②施設運営施設運営施設運営施設運営コストコストコストコスト

　施設を運営する

　ために要する経

　費

小　計 38,079,622        

②

施

設

運

営

コ

ス

ト

人件費（賃金含） 49,616,000 

燃料費 1,517,460 

光熱水費

-                        

工事請負費 -                        

その他維持費 -                        

78,382                

国　費 -                        

支支支支

　　　　

　　　　

　　　　

出出出出

市費（一般財源）

維持管理委託料　 14,628,855          

①

施

設

維

持

コ

ス

ト

人件費（賃金含） 21,264,000          

金額（円）

53,466 

利用状況（※２）

収収収収

　　　　

　　　　

入入入入

利用料等 -                        

96,395,540          

その他 432,592               

合　計

　Ｈ23決算ベース

ファシリティ

コスト

　（施設コスト）

内　訳 金額（円） 内　訳

96,828,132 

県　費 -                        

敷地借上料

100,000 100,000 

年間開館日数 管理形態

直接運営

Ｄ 構造体劣化調査 Ｄ

21年度 22年度 23年度

所管部課 総務部　一色支所 総務管理課

所   在   地
一色町一色伊那跨６１番地

施  設  名 一色支所一色支所一色支所一色支所

大分類 庁舎等 小分類 本庁舎、支所 施設番号 1102

 12,584.14

  4,870.64

       -

199,700 

敷  地  面  積

避 難 所 指 定 津波

 支所庁舎、別館、会議棟、車庫

調査年度 平成24年度

修繕料 2,108,385            

火災保険料

5 階

健全度判定 Ｂ

３　建物の総合判定（構造体劣化調査・健全度判定の調査結果による）　（※１）

うち借家面積

総 合 判 定

244 日



　

(a) 年 (b) 円 (c) 円

※１

※２

※４

※５

※６

※７

※８

※９ 市民一人あたりの(c)：(b)の年平均÷人口（平成25年１月25日現在の169,844人）

５　データ分析

(b)の年平均：(b)÷法定耐用年数の残存年数。残存年数がない場合は解体費用のみ計上。

ＩＳ値：耐震診断を行った場合の建物の耐震指標のこと。耐震改修促進法等では耐震指標の判定基準を0.6以上としており、それ以

下の建物については耐震補強の必要性があると判断される。ただし、防災拠点となる公共施設等は0.7以上としている。

新耐震基準：昭和56年6月の建築基準法改正以降に建設された建物の耐震基準（マグニチュード８以上の大地震に対する耐震性が

確保されている）のこと。改正以前の基準の建物は「旧耐震建築物」と呼ばれる。

　延床面積延床面積延床面積延床面積１１１１㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの年間利用者数年間利用者数年間利用者数年間利用者数をををを示示示示すすすす指標指標指標指標（（（（人人人人））））

　年間利用者数（3年平均）÷延床面積　数値が高いほど利用者数が多い.。

　利用者数が不明の場合は評価できないため0、利用者数が0の施設は1

レ ー ダ チ ャ ー ト で 示 す ６ つ の 指 標

（ａ）までに要する修繕・解体コスト：現在から法定耐用年数まで使用した場合に必要となる施設の修繕と解体の費用の概算額。

ⅢⅢⅢⅢ....バリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリー

　主主主主なななな建物建物建物建物にににに対対対対するするするするバリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリーのためののためののためののための整備状況整備状況整備状況整備状況をををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　6項目について確認。全ての項目に対応している場合「対応」、一部でも対応していない

　場合「一部対応」、全くしていない場合「非対応」と評価。

一部対応

法定耐用年数までの残存年数：法定耐用年数から建設からの経過年数を減した数。法定耐用年数を超えた場合はマイナスで表記。

　ファシリティコストファシリティコストファシリティコストファシリティコストにににに対対対対するするするする利用料等利用料等利用料等利用料等（（（（利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの割合割合割合割合））））をををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　利用料等÷ファシリティコスト（施設維持コスト＋施設運営コスト）

　数値が高いほど、利用者負担の割合が高く、収支のバランスが取れている。

　利用料等が発生しない施設は１、ファシリティコストが発生しない施設は３

　延床面積延床面積延床面積延床面積１１１１㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの施設維持施設維持施設維持施設維持にかかるにかかるにかかるにかかるコストコストコストコストをををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　①施設維持コスト小計÷延床面積

　数値が高いほど、施設規模に比べて施設維持にコストがかかっている

　施設を保有していない場合は0。保有していても施設維持コストが発生しない場合は３

総　合　評　価

経過年数から老朽化対策の検討が必要（Ⅰ）。耐震性能を有する（Ⅱ）。バリアフリーは一部対応

（Ⅲ）。

(b)の年平均（※８）

194,149,000 

※３

建物の総合判定：構造体劣化調査と健全度判定の結果から総合判定を行なっている。判定の序列はＤ→Ｃ→Ｂ→Ａの順に良くな

る。（推計）は、調査していないが、類似建物と比較して評価したもの。複合施設の場合は、主たる施設で判定。

利用状況：人数は施設の年間延利用人数。学校・幼稚園・保育園・児童クラブは、各年4月1日現在の在籍児童生徒数。市営住宅等

は入居戸数（世帯数）で記載。庁舎等で利用者数等の把握が難しい施設は推定値

コスト計算：市民一人あたりは、ファシリティコスト÷人口（平成25年１月25日現在の169,844人）

コスト計算：延床面積一㎡あたりは、ファシリティコスト÷延床面積

2-2

コスト計算：利用者一人あたりは、ファシリティコスト÷利用者数（３か年平均）

5 

同一小分類の施設間比較では、㎡あたりの利用者数は多い方（Ⅳ）、利用者負担の割合は少ない

方（Ⅴ）、㎡あたりの施設維持コストは安い方（Ⅵ）。

法定耐用年数までの残存年数(※６) （ａ）までに要する修繕・解体コスト(※7)

（％）

ⅥⅥⅥⅥ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの

施設維持施設維持施設維持施設維持コストコストコストコスト

ⅠⅠⅠⅠ....老朽化状況老朽化状況老朽化状況老朽化状況

ⅡⅡⅡⅡ....耐震性能耐震性能耐震性能耐震性能

　　　　主主主主なななな建物建物建物建物にににに対対対対するするするする耐震安全性耐震安全性耐震安全性耐震安全性をををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　　　　耐震性能の有無・耐震診断の未診断と、Ｉｓ値・新耐震基準を表示

　建物建物建物建物のののの老朽化老朽化老朽化老朽化をををを示示示示すすすす指標指標指標指標（％）（％）（％）（％）

　　　　建設からの経過年数を法定耐用年数と比較して％表示

　1-（法定耐用年数までの残存年数÷法定耐用年数）複数棟の場合は主な建物で算定

　数値が高いほど老朽化が進んでいる。

90.00

0.91

有

レーダーチャート

耐震性能･･･

ＩＳ値等･･･

（同一小分類の施設間で比較）

（同一小分類の施設間で比較）

- ％

17.35 人/㎡

228.62 円/人

ⅣⅣⅣⅣ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの

利用者数利用者数利用者数利用者数

ⅤⅤⅤⅤ....利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの割合割合割合割合

7,818.20 円/㎡

（同一小分類の施設間で比較）

市民一人あたりの(c)（※９）

38,829,800.00 

0

1

2

3

ⅠⅠⅠⅠ....老朽化状況老朽化状況老朽化状況老朽化状況

ⅡⅡⅡⅡ....耐震性能耐震性能耐震性能耐震性能

ⅢⅢⅢⅢ....バリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリー

ⅣⅣⅣⅣ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの利用者数利用者数利用者数利用者数

ⅤⅤⅤⅤ....利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの割合割合割合割合

ⅥⅥⅥⅥ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの施設維持施設維持施設維持施設維持コストコストコストコスト

建設からの経過年数を

法定耐用年数と比較

３. 30％未満（残存年数多）

２. 30%以上7割未満

１. 70％以上（残存年数少）

新耐震基準（※４）への適合性

３. 新耐震基準・耐震改修が不要又は施工済

　　（ＩＳ値　0.7以上）（※５）

２. 耐震改修が不要又は施工済

　　（ＩＳ値　0.6以上 0.7未満）

１. 耐震対策が必要又は耐震診断未実施

車イス用エレベータ、身障者用トイレ、道路

から入口までの車イス用スロープ、自動ドア、

階段手すり、点字ブロックの6項目の整備状況

３. 対応済　２. 一部対応　１. 非対応

３．上位3割以内（施設維持単価安）

２．中位

１．下位3割以内（施設維持単価高）

３．上位3割以内（利用者負担の割合が高）

２．中位

１．下位3割以内（利用者負担の割合が低）

３．上位3割以内（利用者数多）

２．中位

１．下位3割以内（利用者数少）

くもの巣グラフと言わ

れ、グラフ面積が大きい

ほど評価が高くなる。

ⅠⅠⅠⅠ～～～～ⅢⅢⅢⅢ：：：：絶対評価絶対評価絶対評価絶対評価

ⅣⅣⅣⅣ～～～～ⅥⅥⅥⅥ：：：：相対評価相対評価相対評価相対評価

同一小分類の施設間で比較

　※評価できない場合は0

　※評価できない場合は0



西尾市公共施設白書西尾市公共施設白書西尾市公共施設白書西尾市公共施設白書２０１２２０１２２０１２２０１２　　　　施設別施設別施設別施設別データデータデータデータ

１　土地データ

㎡

（ ） ㎡

２　建物データ（複数棟の場合、建築年月・建築構造・階数は主な建物データによる。３　建物の総合判定も同じ）

㎡ 千円

㎡

４　管理運営データ

人 人 人

施設外観

円/人 594.13           33,879.37    円/人

コスト計算

（※３）

特 記 事 項

第7回再配置検討ＷＧにおける検討施設。

平成24年度モデル事業対象施設。

旧本庁舎及び旧増築庁舎は耐震対策が必要。

利用者一人あたり 市民一人あたり 延床面積１㎡あたり

円/㎡1,440.20         

階 数

総 取 得 費

（中学校地区）

建 物 構 造 鉄骨造

構 成 施 設

延 床 面 積

建 築 年 月

3-1

複合・併設施設 -

    269.00

H8.11

うち借地面積吉良中学校地区

合　計（①＋②） 100,909,361 

4,192,117 

指定管理料 - 

 その他委託料 - 

その他運営費（事業費） 20,419,509 

小　計 61,093,015 

①①①①施設維持施設維持施設維持施設維持コストコストコストコスト

　施設を維持管理

　するために要す

　る経費

　　　　＋

②②②②施設運営施設運営施設運営施設運営コストコストコストコスト

　施設を運営する

　ために要する経

　費

小　計 39,816,346        

②

施

設

運

営

コ

ス

ト

人件費（賃金含） 36,444,721 

燃料費 36,668 

光熱水費

217,569               

工事請負費 976,500               

その他維持費 479,039               

45,239                

国　費 -                        

支支支支

　　　　

　　　　

　　　　

出出出出

市費（一般財源）

維持管理委託料　 7,863,402            

①

施

設

維

持

コ

ス

ト

人件費（賃金含） 28,352,000          

金額（円）

39,200 

利用状況（※２）

収収収収

　　　　

　　　　

入入入入

利用料等 -                        

100,554,906         

その他 354,455               

合　計

　Ｈ23決算ベース

ファシリティ

コスト

　（施設コスト）

内　訳 金額（円） 内　訳

100,909,361 

県　費 -                        

敷地借上料

85,300 85,700 

年間開館日数 管理形態

直接運営

Ｃ（推計） 構造体劣化調査 Ｂ（推計）

21年度 22年度 23年度

所管部課 総務部　吉良支所 総務管理課

所   在   地
吉良町荻原川畑２０番地

施  設  名 吉良支所吉良支所吉良支所吉良支所

大分類 庁舎等 小分類 本庁舎、支所 施設番号 1103

  7,186.61

  2,978.49

       -

228,372 

敷  地  面  積

避 難 所 指 定 指定無

 支所庁舎、旧増築庁舎、旧本庁舎、車庫・書庫、車庫

調査年度 平成24年度

修繕料 1,882,597            

火災保険料

2 階

健全度判定 Ｃ（推計）

３　建物の総合判定（構造体劣化調査・健全度判定の調査結果による）　（※１）

うち借家面積

総 合 判 定

244 日



　

(a) 年 (b) 円 (c) 円

※１

※２

※４

※５

※６

※７

※８

※９ 市民一人あたりの(c)：(b)の年平均÷人口（平成25年１月25日現在の169,844人）

５　データ分析

(b)の年平均：(b)÷法定耐用年数の残存年数。残存年数がない場合は解体費用のみ計上。

ＩＳ値：耐震診断を行った場合の建物の耐震指標のこと。耐震改修促進法等では耐震指標の判定基準を0.6以上としており、それ以

下の建物については耐震補強の必要性があると判断される。ただし、防災拠点となる公共施設等は0.7以上としている。

新耐震基準：昭和56年6月の建築基準法改正以降に建設された建物の耐震基準（マグニチュード８以上の大地震に対する耐震性が

確保されている）のこと。改正以前の基準の建物は「旧耐震建築物」と呼ばれる。

　延床面積延床面積延床面積延床面積１１１１㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの年間利用者数年間利用者数年間利用者数年間利用者数をををを示示示示すすすす指標指標指標指標（（（（人人人人））））

　年間利用者数（3年平均）÷延床面積　数値が高いほど利用者数が多い.。

　利用者数が不明の場合は評価できないため0、利用者数が0の施設は1

レ ー ダ チ ャ ー ト で 示 す ６ つ の 指 標

（ａ）までに要する修繕・解体コスト：現在から法定耐用年数まで使用した場合に必要となる施設の修繕と解体の費用の概算額。

ⅢⅢⅢⅢ....バリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリー

　主主主主なななな建物建物建物建物にににに対対対対するするするするバリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリーのためののためののためののための整備状況整備状況整備状況整備状況をををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　6項目について確認。全ての項目に対応している場合「対応」、一部でも対応していない

　場合「一部対応」、全くしていない場合「非対応」と評価。

一部対応

法定耐用年数までの残存年数：法定耐用年数から建設からの経過年数を減した数。法定耐用年数を超えた場合はマイナスで表記。

　ファシリティコストファシリティコストファシリティコストファシリティコストにににに対対対対するするするする利用料等利用料等利用料等利用料等（（（（利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの割合割合割合割合））））をををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　利用料等÷ファシリティコスト（施設維持コスト＋施設運営コスト）

　数値が高いほど、利用者負担の割合が高く、収支のバランスが取れている。

　利用料等が発生しない施設は１、ファシリティコストが発生しない施設は３

　延床面積延床面積延床面積延床面積１１１１㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの施設維持施設維持施設維持施設維持にかかるにかかるにかかるにかかるコストコストコストコストをををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　①施設維持コスト小計÷延床面積

　数値が高いほど、施設規模に比べて施設維持にコストがかかっている

　施設を保有していない場合は0。保有していても施設維持コストが発生しない場合は３

総　合　評　価

経過年数から老朽化が進んでいる（Ⅰ）。耐震性能を有する（Ⅱ）。バリアフリーは一部対応（Ⅲ）。

(b)の年平均（※８）

228,826,000 

※３

建物の総合判定：構造体劣化調査と健全度判定の結果から総合判定を行なっている。判定の序列はＤ→Ｃ→Ｂ→Ａの順に良くな

る。（推計）は、調査していないが、類似建物と比較して評価したもの。複合施設の場合は、主たる施設で判定。

利用状況：人数は施設の年間延利用人数。学校・幼稚園・保育園・児童クラブは、各年4月1日現在の在籍児童生徒数。市営住宅等

は入居戸数（世帯数）で記載。庁舎等で利用者数等の把握が難しい施設は推定値

コスト計算：市民一人あたりは、ファシリティコスト÷人口（平成25年１月25日現在の169,844人）

コスト計算：延床面積一㎡あたりは、ファシリティコスト÷延床面積

3-2

コスト計算：利用者一人あたりは、ファシリティコスト÷利用者数（３か年平均）

22 

同一小分類の施設間比較では、㎡あたりの利用者数は多い方（Ⅳ）、利用者負担の割合は少ない

方（Ⅴ）、㎡あたりの施設維持コストは平均的（Ⅵ）。

法定耐用年数までの残存年数(※６) （ａ）までに要する修繕・解体コスト(※7)

（％）

ⅥⅥⅥⅥ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの

施設維持施設維持施設維持施設維持コストコストコストコスト

ⅠⅠⅠⅠ....老朽化状況老朽化状況老朽化状況老朽化状況

ⅡⅡⅡⅡ....耐震性能耐震性能耐震性能耐震性能

　　　　主主主主なななな建物建物建物建物にににに対対対対するするするする耐震安全性耐震安全性耐震安全性耐震安全性をををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　　　　耐震性能の有無・耐震診断の未診断と、Ｉｓ値・新耐震基準を表示

　建物建物建物建物のののの老朽化老朽化老朽化老朽化をををを示示示示すすすす指標指標指標指標（％）（％）（％）（％）

　　　　建設からの経過年数を法定耐用年数と比較して％表示

　1-（法定耐用年数までの残存年数÷法定耐用年数）複数棟の場合は主な建物で算定

　数値が高いほど老朽化が進んでいる。

42.11

新耐震基準

有

レーダーチャート

耐震性能･･･

ＩＳ値等･･･

（同一小分類の施設間で比較）

（同一小分類の施設間で比較）

- ％

23.52 人/㎡

61.24 円/人

ⅣⅣⅣⅣ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの

利用者数利用者数利用者数利用者数

ⅤⅤⅤⅤ....利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの割合割合割合割合

13,367.96 円/㎡

（同一小分類の施設間で比較）

市民一人あたりの(c)（※９）

10,401,181.82 

0

1

2

3

ⅠⅠⅠⅠ....老朽化状況老朽化状況老朽化状況老朽化状況

ⅡⅡⅡⅡ....耐震性能耐震性能耐震性能耐震性能

ⅢⅢⅢⅢ....バリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリー

ⅣⅣⅣⅣ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの利用者数利用者数利用者数利用者数

ⅤⅤⅤⅤ....利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの割合割合割合割合

ⅥⅥⅥⅥ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの施設維持施設維持施設維持施設維持コストコストコストコスト

建設からの経過年数を

法定耐用年数と比較

３. 30％未満（残存年数多）

２. 30%以上7割未満

１. 70％以上（残存年数少）

新耐震基準（※４）への適合性

３. 新耐震基準・耐震改修が不要又は施工済

　　（ＩＳ値　0.7以上）（※５）

２. 耐震改修が不要又は施工済

　　（ＩＳ値　0.6以上 0.7未満）

１. 耐震対策が必要又は耐震診断未実施

車イス用エレベータ、身障者用トイレ、道路

から入口までの車イス用スロープ、自動ドア、

階段手すり、点字ブロックの6項目の整備状況

３. 対応済　２. 一部対応　１. 非対応

３．上位3割以内（施設維持単価安）

２．中位

１．下位3割以内（施設維持単価高）

３．上位3割以内（利用者負担の割合が高）

２．中位

１．下位3割以内（利用者負担の割合が低）

３．上位3割以内（利用者数多）

２．中位

１．下位3割以内（利用者数少）

くもの巣グラフと言わ

れ、グラフ面積が大きい

ほど評価が高くなる。

ⅠⅠⅠⅠ～～～～ⅢⅢⅢⅢ：：：：絶対評価絶対評価絶対評価絶対評価

ⅣⅣⅣⅣ～～～～ⅥⅥⅥⅥ：：：：相対評価相対評価相対評価相対評価

同一小分類の施設間で比較

　※評価できない場合は0

　※評価できない場合は0



西尾市公共施設白書西尾市公共施設白書西尾市公共施設白書西尾市公共施設白書２０１２２０１２２０１２２０１２　　　　施設別施設別施設別施設別データデータデータデータ

１　土地データ

㎡

（ ） ㎡

２　建物データ（複数棟の場合、建築年月・建築構造・階数は主な建物データによる。３　建物の総合判定も同じ）

㎡ 千円

㎡

４　管理運営データ

人 人 人

施設外観

円/人 388.19           21,147.19    円/人

コスト計算

（※３）

特 記 事 項 平成24年度モデル事業対象施設。

利用者一人あたり 市民一人あたり 延床面積１㎡あたり

円/㎡1,557.83         

階 数

総 取 得 費

（中学校地区）

建 物 構 造 鉄骨鉄筋コンクリート造

構 成 施 設

延 床 面 積

建 築 年 月

4-1

複合・併設施設 幡豆いきいきセンター（4323）

  7,093.30

S53.10

うち借地面積幡豆中学校地区

合　計（①＋②） 65,931,868 

4,542,373 

指定管理料 - 

 その他委託料 - 

その他運営費（事業費） 258,636 

小　計 34,114,396 

①①①①施設維持施設維持施設維持施設維持コストコストコストコスト

　施設を維持管理

　するために要す

　る経費

　　　　＋

②②②②施設運営施設運営施設運営施設運営コストコストコストコスト

　施設を運営する

　ために要する経

　費

小　計 31,817,472        

②

施

設

運

営

コ

ス

ト

人件費（賃金含） 28,352,000 

燃料費 961,387 

光熱水費

4,186,400            

工事請負費 -                        

その他維持費 -                        

37,503                

国　費 -                        

支支支支

　　　　

　　　　

　　　　

出出出出

市費（一般財源）

維持管理委託料　 12,152,844          

①

施

設

維

持

コ

ス

ト

人件費（賃金含） 14,176,000          

金額（円）

23,016 

利用状況（※２）

収収収収

　　　　

　　　　

入入入入

利用料等 -                        

65,622,712          

その他 309,156               

合　計

　Ｈ23決算ベース

ファシリティ

コスト

　（施設コスト）

内　訳 金額（円） 内　訳

65,931,868 

県　費 -                        

敷地借上料

51,173 52,781 

年間開館日数 管理形態

直接運営

Ｃ（推計） 構造体劣化調査 Ａ（推計）

21年度 22年度 23年度

所管部課 総務部　幡豆支所 総務管理課

所   在   地
西幡豆町仲田１４番地２

施  設  名 幡豆支所幡豆支所幡豆支所幡豆支所

大分類 庁舎等 小分類 本庁舎、支所 施設番号 1104

 12,613.20

  3,117.76

       -

270,094 

敷  地  面  積

避 難 所 指 定 指定無

 支所庁舎、外務員詰所・車庫、公用車車庫、自転車置場、東側倉庫

調査年度 平成24年度

修繕料 1,264,725            

火災保険料

3(1) 階

健全度判定 Ｃ

３　建物の総合判定（構造体劣化調査・健全度判定の調査結果による）　（※１）

うち借家面積

総 合 判 定

244 日



　

(a) 年 (b) 円 (c) 円

※１

※２

※４

※５

※６

※７

※８

※９ 市民一人あたりの(c)：(b)の年平均÷人口（平成25年１月25日現在の169,844人）

５　データ分析

(b)の年平均：(b)÷法定耐用年数の残存年数。残存年数がない場合は解体費用のみ計上。

ＩＳ値：耐震診断を行った場合の建物の耐震指標のこと。耐震改修促進法等では耐震指標の判定基準を0.6以上としており、それ以

下の建物については耐震補強の必要性があると判断される。ただし、防災拠点となる公共施設等は0.7以上としている。

新耐震基準：昭和56年6月の建築基準法改正以降に建設された建物の耐震基準（マグニチュード８以上の大地震に対する耐震性が

確保されている）のこと。改正以前の基準の建物は「旧耐震建築物」と呼ばれる。

　延床面積延床面積延床面積延床面積１１１１㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの年間利用者数年間利用者数年間利用者数年間利用者数をををを示示示示すすすす指標指標指標指標（（（（人人人人））））

　年間利用者数（3年平均）÷延床面積　数値が高いほど利用者数が多い.。

　利用者数が不明の場合は評価できないため0、利用者数が0の施設は1

レ ー ダ チ ャ ー ト で 示 す ６ つ の 指 標

（ａ）までに要する修繕・解体コスト：現在から法定耐用年数まで使用した場合に必要となる施設の修繕と解体の費用の概算額。

ⅢⅢⅢⅢ....バリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリー

　主主主主なななな建物建物建物建物にににに対対対対するするするするバリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリーのためののためののためののための整備状況整備状況整備状況整備状況をををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　6項目について確認。全ての項目に対応している場合「対応」、一部でも対応していない

　場合「一部対応」、全くしていない場合「非対応」と評価。

一部対応

法定耐用年数までの残存年数：法定耐用年数から建設からの経過年数を減した数。法定耐用年数を超えた場合はマイナスで表記。

　ファシリティコストファシリティコストファシリティコストファシリティコストにににに対対対対するするするする利用料等利用料等利用料等利用料等（（（（利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの割合割合割合割合））））をををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　利用料等÷ファシリティコスト（施設維持コスト＋施設運営コスト）

　数値が高いほど、利用者負担の割合が高く、収支のバランスが取れている。

　利用料等が発生しない施設は１、ファシリティコストが発生しない施設は３

　延床面積延床面積延床面積延床面積１１１１㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの施設維持施設維持施設維持施設維持にかかるにかかるにかかるにかかるコストコストコストコストをををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　①施設維持コスト小計÷延床面積

　数値が高いほど、施設規模に比べて施設維持にコストがかかっている

　施設を保有していない場合は0。保有していても施設維持コストが発生しない場合は３

総　合　評　価

経過年数から老朽化が進んでいる（Ⅰ）。耐震性能を有する（Ⅱ）。バリアフリーは一部対応（Ⅲ）。

(b)の年平均（※８）

185,748,000 

※３

建物の総合判定：構造体劣化調査と健全度判定の結果から総合判定を行なっている。判定の序列はＤ→Ｃ→Ｂ→Ａの順に良くな

る。（推計）は、調査していないが、類似建物と比較して評価したもの。複合施設の場合は、主たる施設で判定。

利用状況：人数は施設の年間延利用人数。学校・幼稚園・保育園・児童クラブは、各年4月1日現在の在籍児童生徒数。市営住宅等

は入居戸数（世帯数）で記載。庁舎等で利用者数等の把握が難しい施設は推定値

コスト計算：市民一人あたりは、ファシリティコスト÷人口（平成25年１月25日現在の169,844人）

コスト計算：延床面積一㎡あたりは、ファシリティコスト÷延床面積

4-2

コスト計算：利用者一人あたりは、ファシリティコスト÷利用者数（３か年平均）

16 

同一小分類の施設間比較では、㎡あたりの利用者数は平均的（Ⅳ）、利用者負担の割合は少ない

方（Ⅴ）、㎡あたりの施設維持コストは平均的（Ⅵ）。

法定耐用年数までの残存年数(※６) （ａ）までに要する修繕・解体コスト(※7)

（％）

ⅥⅥⅥⅥ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの

施設維持施設維持施設維持施設維持コストコストコストコスト

ⅠⅠⅠⅠ....老朽化状況老朽化状況老朽化状況老朽化状況

ⅡⅡⅡⅡ....耐震性能耐震性能耐震性能耐震性能

　　　　主主主主なななな建物建物建物建物にににに対対対対するするするする耐震安全性耐震安全性耐震安全性耐震安全性をををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　　　　耐震性能の有無・耐震診断の未診断と、Ｉｓ値・新耐震基準を表示

　建物建物建物建物のののの老朽化老朽化老朽化老朽化をををを示示示示すすすす指標指標指標指標（％）（％）（％）（％）

　　　　建設からの経過年数を法定耐用年数と比較して％表示

　1-（法定耐用年数までの残存年数÷法定耐用年数）複数棟の場合は主な建物で算定

　数値が高いほど老朽化が進んでいる。

68.00

0.906

有

レーダーチャート

耐震性能･･･

ＩＳ値等･･･

（同一小分類の施設間で比較）

（同一小分類の施設間で比較）

- ％

13.57 人/㎡

68.35 円/人

ⅣⅣⅣⅣ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの

利用者数利用者数利用者数利用者数

ⅤⅤⅤⅤ....利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの割合割合割合割合

10,205.23 円/㎡

（同一小分類の施設間で比較）

市民一人あたりの(c)（※９）

11,609,250.00 

0

1

2

3

ⅠⅠⅠⅠ....老朽化状況老朽化状況老朽化状況老朽化状況

ⅡⅡⅡⅡ....耐震性能耐震性能耐震性能耐震性能

ⅢⅢⅢⅢ....バリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリー

ⅣⅣⅣⅣ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの利用者数利用者数利用者数利用者数

ⅤⅤⅤⅤ....利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの割合割合割合割合

ⅥⅥⅥⅥ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの施設維持施設維持施設維持施設維持コストコストコストコスト

建設からの経過年数を

法定耐用年数と比較

３. 30％未満（残存年数多）

２. 30%以上7割未満

１. 70％以上（残存年数少）

新耐震基準（※４）への適合性

３. 新耐震基準・耐震改修が不要又は施工済

　　（ＩＳ値　0.7以上）（※５）

２. 耐震改修が不要又は施工済

　　（ＩＳ値　0.6以上 0.7未満）

１. 耐震対策が必要又は耐震診断未実施

車イス用エレベータ、身障者用トイレ、道路

から入口までの車イス用スロープ、自動ドア、

階段手すり、点字ブロックの6項目の整備状況

３. 対応済　２. 一部対応　１. 非対応

３．上位3割以内（施設維持単価安）

２．中位

１．下位3割以内（施設維持単価高）

３．上位3割以内（利用者負担の割合が高）

２．中位

１．下位3割以内（利用者負担の割合が低）

３．上位3割以内（利用者数多）

２．中位

１．下位3割以内（利用者数少）

くもの巣グラフと言わ

れ、グラフ面積が大きい

ほど評価が高くなる。

ⅠⅠⅠⅠ～～～～ⅢⅢⅢⅢ：：：：絶対評価絶対評価絶対評価絶対評価

ⅣⅣⅣⅣ～～～～ⅥⅥⅥⅥ：：：：相対評価相対評価相対評価相対評価

同一小分類の施設間で比較

　※評価できない場合は0

　※評価できない場合は0



西尾市公共施設白書西尾市公共施設白書西尾市公共施設白書西尾市公共施設白書２０１２２０１２２０１２２０１２　　　　施設別施設別施設別施設別データデータデータデータ

１　土地データ

㎡

（ ） ㎡

２　建物データ（複数棟の場合、建築年月・建築構造・階数は主な建物データによる。３　建物の総合判定も同じ）

㎡ 千円

㎡

４　管理運営データ

人 人 人

施設外観

円/人 146.63           50,887.77    円/人

コスト計算

（※３）

特 記 事 項

利用者一人あたり 市民一人あたり 延床面積１㎡あたり

円/㎡-

階 数

総 取 得 費

（中学校地区）

建 物 構 造 鉄骨造

構 成 施 設

延 床 面 積

建 築 年 月

5-1

複合・併設施設 -

 23,188.00

H17.12

うち借地面積東部中学校地区

合　計（①＋②） 24,904,474 

1,792,096 

指定管理料 - 

 その他委託料 - 

その他運営費（事業費） 364,962 

小　計 16,718,557 

①①①①施設維持施設維持施設維持施設維持コストコストコストコスト

　施設を維持管理

　するために要す

　る経費

　　　　＋

②②②②施設運営施設運営施設運営施設運営コストコストコストコスト

　施設を運営する

　ために要する経

　費

小　計 8,185,917         

②

施

設

運

営

コ

ス

ト

人件費（賃金含） 14,176,000 

燃料費 385,499 

光熱水費

-                        

工事請負費 -                        

その他維持費 -                        

7,932                  

国　費 -                        

支支支支

　　　　

　　　　

　　　　

出出出出

市費（一般財源）

維持管理委託料　 1,026,985            

①

施

設

維

持

コ

ス

ト

人件費（賃金含） 7,088,000            

金額（円）

- 

利用状況（※２）

収収収収

　　　　

　　　　

入入入入

利用料等 -                        

24,904,474          

その他 -                        

合　計

　Ｈ23決算ベース

ファシリティ

コスト

　（施設コスト）

内　訳 金額（円） 内　訳

24,904,474 

県　費 -                        

敷地借上料

- - 

年間開館日数 管理形態

直接運営

Ｂ（推計） 構造体劣化調査 Ａ（推計）

21年度 22年度 23年度

所管部課 環境部　ごみ減量課

所   在   地
貝吹町大牛切３２番地

施  設  名 環境事業所環境事業所環境事業所環境事業所

大分類 庁舎等 小分類 本庁舎、支所 施設番号 1105

 27,860.61

    489.40

       -

46,806 

敷  地  面  積

避 難 所 指 定 指定無

 事務所兼環境業務員控室、倉庫

調査年度 平成24年度

修繕料 63,000                

火災保険料

2 階

健全度判定 Ｂ（推計）

３　建物の総合判定（構造体劣化調査・健全度判定の調査結果による）　（※１）

うち借家面積

総 合 判 定

240 日



　

(a) 年 (b) 円 (c) 円

※１

※２

※４

※５

※６

※７

※８

※９ 市民一人あたりの(c)：(b)の年平均÷人口（平成25年１月25日現在の169,844人）

５　データ分析

(b)の年平均：(b)÷法定耐用年数の残存年数。残存年数がない場合は解体費用のみ計上。

ＩＳ値：耐震診断を行った場合の建物の耐震指標のこと。耐震改修促進法等では耐震指標の判定基準を0.6以上としており、それ以

下の建物については耐震補強の必要性があると判断される。ただし、防災拠点となる公共施設等は0.7以上としている。

新耐震基準：昭和56年6月の建築基準法改正以降に建設された建物の耐震基準（マグニチュード８以上の大地震に対する耐震性が

確保されている）のこと。改正以前の基準の建物は「旧耐震建築物」と呼ばれる。

　延床面積延床面積延床面積延床面積１１１１㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの年間利用者数年間利用者数年間利用者数年間利用者数をををを示示示示すすすす指標指標指標指標（（（（人人人人））））

　年間利用者数（3年平均）÷延床面積　数値が高いほど利用者数が多い.。

　利用者数が不明の場合は評価できないため0、利用者数が0の施設は1

レ ー ダ チ ャ ー ト で 示 す ６ つ の 指 標

（ａ）までに要する修繕・解体コスト：現在から法定耐用年数まで使用した場合に必要となる施設の修繕と解体の費用の概算額。

ⅢⅢⅢⅢ....バリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリー

　主主主主なななな建物建物建物建物にににに対対対対するするするするバリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリーのためののためののためののための整備状況整備状況整備状況整備状況をををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　6項目について確認。全ての項目に対応している場合「対応」、一部でも対応していない

　場合「一部対応」、全くしていない場合「非対応」と評価。

一部対応

法定耐用年数までの残存年数：法定耐用年数から建設からの経過年数を減した数。法定耐用年数を超えた場合はマイナスで表記。

　ファシリティコストファシリティコストファシリティコストファシリティコストにににに対対対対するするするする利用料等利用料等利用料等利用料等（（（（利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの割合割合割合割合））））をををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　利用料等÷ファシリティコスト（施設維持コスト＋施設運営コスト）

　数値が高いほど、利用者負担の割合が高く、収支のバランスが取れている。

　利用料等が発生しない施設は１、ファシリティコストが発生しない施設は３

　延床面積延床面積延床面積延床面積１１１１㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの施設維持施設維持施設維持施設維持にかかるにかかるにかかるにかかるコストコストコストコストをををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　①施設維持コスト小計÷延床面積

　数値が高いほど、施設規模に比べて施設維持にコストがかかっている

　施設を保有していない場合は0。保有していても施設維持コストが発生しない場合は３

総　合　評　価

経過年数から老朽化の問題はない（Ⅰ）。耐震性能を有する（Ⅱ）。バリアフリーは一部対応（Ⅲ）。

(b)の年平均（※８）

32,396,000 

※３

建物の総合判定：構造体劣化調査と健全度判定の結果から総合判定を行なっている。判定の序列はＤ→Ｃ→Ｂ→Ａの順に良くな

る。（推計）は、調査していないが、類似建物と比較して評価したもの。複合施設の場合は、主たる施設で判定。

利用状況：人数は施設の年間延利用人数。学校・幼稚園・保育園・児童クラブは、各年4月1日現在の在籍児童生徒数。市営住宅等

は入居戸数（世帯数）で記載。庁舎等で利用者数等の把握が難しい施設は推定値

コスト計算：市民一人あたりは、ファシリティコスト÷人口（平成25年１月25日現在の169,844人）

コスト計算：延床面積一㎡あたりは、ファシリティコスト÷延床面積
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コスト計算：利用者一人あたりは、ファシリティコスト÷利用者数（３か年平均）

31 

同一小分類の施設間比較では、㎡あたりの利用者数は少ない方（Ⅳ）、利用者負担の割合は少な

い方（Ⅴ）、㎡あたりの施設維持コストは高い方（Ⅵ）。

法定耐用年数までの残存年数(※６) （ａ）までに要する修繕・解体コスト(※7)

（％）

ⅥⅥⅥⅥ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの

施設維持施設維持施設維持施設維持コストコストコストコスト

ⅠⅠⅠⅠ....老朽化状況老朽化状況老朽化状況老朽化状況

ⅡⅡⅡⅡ....耐震性能耐震性能耐震性能耐震性能

　　　　主主主主なななな建物建物建物建物にににに対対対対するするするする耐震安全性耐震安全性耐震安全性耐震安全性をををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　　　　耐震性能の有無・耐震診断の未診断と、Ｉｓ値・新耐震基準を表示

　建物建物建物建物のののの老朽化老朽化老朽化老朽化をををを示示示示すすすす指標指標指標指標（％）（％）（％）（％）

　　　　建設からの経過年数を法定耐用年数と比較して％表示

　1-（法定耐用年数までの残存年数÷法定耐用年数）複数棟の場合は主な建物で算定

　数値が高いほど老朽化が進んでいる。

18.42

新耐震基準

有

レーダーチャート

耐震性能･･･

ＩＳ値等･･･

（同一小分類の施設間で比較）

（同一小分類の施設間で比較）

- ％

- 人/㎡

6.15 円/人

ⅣⅣⅣⅣ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの

利用者数利用者数利用者数利用者数

ⅤⅤⅤⅤ....利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの割合割合割合割合

16,726.43 円/㎡

（同一小分類の施設間で比較）

市民一人あたりの(c)（※９）

1,045,032.26 

0

1

2

3

ⅠⅠⅠⅠ....老朽化状況老朽化状況老朽化状況老朽化状況

ⅡⅡⅡⅡ....耐震性能耐震性能耐震性能耐震性能

ⅢⅢⅢⅢ....バリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリー

ⅣⅣⅣⅣ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの利用者数利用者数利用者数利用者数

ⅤⅤⅤⅤ....利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの割合割合割合割合

ⅥⅥⅥⅥ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの施設維持施設維持施設維持施設維持コストコストコストコスト

建設からの経過年数を

法定耐用年数と比較

３. 30％未満（残存年数多）

２. 30%以上7割未満

１. 70％以上（残存年数少）

新耐震基準（※４）への適合性

３. 新耐震基準・耐震改修が不要又は施工済

　　（ＩＳ値　0.7以上）（※５）

２. 耐震改修が不要又は施工済

　　（ＩＳ値　0.6以上 0.7未満）

１. 耐震対策が必要又は耐震診断未実施

車イス用エレベータ、身障者用トイレ、道路

から入口までの車イス用スロープ、自動ドア、

階段手すり、点字ブロックの6項目の整備状況

３. 対応済　２. 一部対応　１. 非対応

３．上位3割以内（施設維持単価安）

２．中位

１．下位3割以内（施設維持単価高）

３．上位3割以内（利用者負担の割合が高）

２．中位

１．下位3割以内（利用者負担の割合が低）

３．上位3割以内（利用者数多）

２．中位

１．下位3割以内（利用者数少）

くもの巣グラフと言わ

れ、グラフ面積が大きい

ほど評価が高くなる。

ⅠⅠⅠⅠ～～～～ⅢⅢⅢⅢ：：：：絶対評価絶対評価絶対評価絶対評価

ⅣⅣⅣⅣ～～～～ⅥⅥⅥⅥ：：：：相対評価相対評価相対評価相対評価

同一小分類の施設間で比較

　※評価できない場合は0

　※評価できない場合は0



西尾市公共施設白書西尾市公共施設白書西尾市公共施設白書西尾市公共施設白書２０１２２０１２２０１２２０１２　　　　施設別施設別施設別施設別データデータデータデータ

１　土地データ

㎡

（ ） ㎡

２　建物データ（複数棟の場合、建築年月・建築構造・階数は主な建物データによる。３　建物の総合判定も同じ）

㎡ 千円

㎡

４　管理運営データ

人 人 人

施設外観

円/人 166.93           10,489.13    円/人

コスト計算

（※３）

特 記 事 項

利用者一人あたり 市民一人あたり 延床面積１㎡あたり

円/㎡1,659.56         

階 数

総 取 得 費

（中学校地区）

建 物 構 造 鉄筋コンクリート造

構 成 施 設

延 床 面 積

建 築 年 月

6-1

複合・併設施設 -

       -

H12.3

うち借地面積吉良中学校地区

合　計（①＋②） 28,352,000 

- 

指定管理料 - 

 その他委託料 - 

その他運営費（事業費） - 

小　計 - 

①①①①施設維持施設維持施設維持施設維持コストコストコストコスト

　施設を維持管理

　するために要す

　る経費

　　　　＋

②②②②施設運営施設運営施設運営施設運営コストコストコストコスト

　施設を運営する

　ために要する経

　費

小　計 28,352,000        

②

施

設

運

営

コ

ス

ト

人件費（賃金含） - 

燃料費 - 

光熱水費

-                        

工事請負費 -                        

その他維持費 -                        

-                        

国　費 -                        

支支支支

　　　　

　　　　

　　　　

出出出出

市費（一般財源）

維持管理委託料　 -                        

①

施

設

維

持

コ

ス

ト

人件費（賃金含） 28,352,000          

金額（円）

15,580 

利用状況（※２）

収収収収

　　　　

　　　　

入入入入

利用料等 -                        

28,352,000          

その他 -                        

合　計

　Ｈ23決算ベース

ファシリティ

コスト

　（施設コスト）

内　訳 金額（円） 内　訳

28,352,000 

県　費 -                        

敷地借上料

19,108 16,564 

年間開館日数 管理形態

直接運営

Ｂ（推計） 構造体劣化調査 Ａ（推計）

21年度 22年度 23年度

所管部課 環境部　環境業務課

所   在   地
吉良町岡山大岩山６５番地

施  設  名 クリーンセンタークリーンセンタークリーンセンタークリーンセンター

大分類 庁舎等 小分類 本庁舎、支所 施設番号 1106

 45,504.29

  2,702.99

       -

1,050,525 

敷  地  面  積

避 難 所 指 定 指定無

 管理棟、リサイクルプラザ棟

調査年度 平成24年度

修繕料 -                        

火災保険料

3 階

健全度判定 Ｂ（推計）

３　建物の総合判定（構造体劣化調査・健全度判定の調査結果による）　（※１）

うち借家面積

総 合 判 定

309 日



　

(a) 年 (b) 円 (c) 円

※１

※２

※４

※５

※６

※７

※８

※９ 市民一人あたりの(c)：(b)の年平均÷人口（平成25年１月25日現在の169,844人）

５　データ分析

(b)の年平均：(b)÷法定耐用年数の残存年数。残存年数がない場合は解体費用のみ計上。

ＩＳ値：耐震診断を行った場合の建物の耐震指標のこと。耐震改修促進法等では耐震指標の判定基準を0.6以上としており、それ以

下の建物については耐震補強の必要性があると判断される。ただし、防災拠点となる公共施設等は0.7以上としている。

新耐震基準：昭和56年6月の建築基準法改正以降に建設された建物の耐震基準（マグニチュード８以上の大地震に対する耐震性が

確保されている）のこと。改正以前の基準の建物は「旧耐震建築物」と呼ばれる。

　延床面積延床面積延床面積延床面積１１１１㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの年間利用者数年間利用者数年間利用者数年間利用者数をををを示示示示すすすす指標指標指標指標（（（（人人人人））））

　年間利用者数（3年平均）÷延床面積　数値が高いほど利用者数が多い.。

　利用者数が不明の場合は評価できないため0、利用者数が0の施設は1

レ ー ダ チ ャ ー ト で 示 す ６ つ の 指 標

（ａ）までに要する修繕・解体コスト：現在から法定耐用年数まで使用した場合に必要となる施設の修繕と解体の費用の概算額。

ⅢⅢⅢⅢ....バリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリー

　主主主主なななな建物建物建物建物にににに対対対対するするするするバリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリーのためののためののためののための整備状況整備状況整備状況整備状況をををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　6項目について確認。全ての項目に対応している場合「対応」、一部でも対応していない

　場合「一部対応」、全くしていない場合「非対応」と評価。

対応済

法定耐用年数までの残存年数：法定耐用年数から建設からの経過年数を減した数。法定耐用年数を超えた場合はマイナスで表記。

　ファシリティコストファシリティコストファシリティコストファシリティコストにににに対対対対するするするする利用料等利用料等利用料等利用料等（（（（利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの割合割合割合割合））））をををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　利用料等÷ファシリティコスト（施設維持コスト＋施設運営コスト）

　数値が高いほど、利用者負担の割合が高く、収支のバランスが取れている。

　利用料等が発生しない施設は１、ファシリティコストが発生しない施設は３

　延床面積延床面積延床面積延床面積１１１１㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの施設維持施設維持施設維持施設維持にかかるにかかるにかかるにかかるコストコストコストコストをををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　①施設維持コスト小計÷延床面積

　数値が高いほど、施設規模に比べて施設維持にコストがかかっている

　施設を保有していない場合は0。保有していても施設維持コストが発生しない場合は３

総　合　評　価

経過年数から老朽化の問題はない（Ⅰ）。耐震性能を有する（Ⅱ）。バリアフリーは対応済（Ⅲ）。

(b)の年平均（※８）

233,506,000 

※３

建物の総合判定：構造体劣化調査と健全度判定の結果から総合判定を行なっている。判定の序列はＤ→Ｃ→Ｂ→Ａの順に良くな

る。（推計）は、調査していないが、類似建物と比較して評価したもの。複合施設の場合は、主たる施設で判定。

利用状況：人数は施設の年間延利用人数。学校・幼稚園・保育園・児童クラブは、各年4月1日現在の在籍児童生徒数。市営住宅等

は入居戸数（世帯数）で記載。庁舎等で利用者数等の把握が難しい施設は推定値

コスト計算：市民一人あたりは、ファシリティコスト÷人口（平成25年１月25日現在の169,844人）

コスト計算：延床面積一㎡あたりは、ファシリティコスト÷延床面積

6-2

コスト計算：利用者一人あたりは、ファシリティコスト÷利用者数（３か年平均）

37 

同一小分類の施設間比較では、㎡あたりの利用者数は平均的（Ⅳ）、利用者負担の割合は少ない

方（Ⅴ）、㎡あたりの施設維持コストは平均的（Ⅵ）。

法定耐用年数までの残存年数(※６) （ａ）までに要する修繕・解体コスト(※7)

（％）

ⅥⅥⅥⅥ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの

施設維持施設維持施設維持施設維持コストコストコストコスト

ⅠⅠⅠⅠ....老朽化状況老朽化状況老朽化状況老朽化状況

ⅡⅡⅡⅡ....耐震性能耐震性能耐震性能耐震性能

　　　　主主主主なななな建物建物建物建物にににに対対対対するするするする耐震安全性耐震安全性耐震安全性耐震安全性をををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　　　　耐震性能の有無・耐震診断の未診断と、Ｉｓ値・新耐震基準を表示

　建物建物建物建物のののの老朽化老朽化老朽化老朽化をををを示示示示すすすす指標指標指標指標（％）（％）（％）（％）

　　　　建設からの経過年数を法定耐用年数と比較して％表示

　1-（法定耐用年数までの残存年数÷法定耐用年数）複数棟の場合は主な建物で算定

　数値が高いほど老朽化が進んでいる。

26.00

新耐震基準

有

レーダーチャート

耐震性能･･･

ＩＳ値等･･･

（同一小分類の施設間で比較）

（同一小分類の施設間で比較）

- ％

6.32 人/㎡

37.16 円/人

ⅣⅣⅣⅣ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの

利用者数利用者数利用者数利用者数

ⅤⅤⅤⅤ....利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの割合割合割合割合

10,489.13 円/㎡

（同一小分類の施設間で比較）

市民一人あたりの(c)（※９）

6,310,972.97 

0

1

2

3

ⅠⅠⅠⅠ....老朽化状況老朽化状況老朽化状況老朽化状況

ⅡⅡⅡⅡ....耐震性能耐震性能耐震性能耐震性能

ⅢⅢⅢⅢ....バリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリー

ⅣⅣⅣⅣ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの利用者数利用者数利用者数利用者数

ⅤⅤⅤⅤ....利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの割合割合割合割合

ⅥⅥⅥⅥ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの施設維持施設維持施設維持施設維持コストコストコストコスト

建設からの経過年数を

法定耐用年数と比較

３. 30％未満（残存年数多）

２. 30%以上7割未満

１. 70％以上（残存年数少）

新耐震基準（※４）への適合性

３. 新耐震基準・耐震改修が不要又は施工済

　　（ＩＳ値　0.7以上）（※５）

２. 耐震改修が不要又は施工済

　　（ＩＳ値　0.6以上 0.7未満）

１. 耐震対策が必要又は耐震診断未実施

車イス用エレベータ、身障者用トイレ、道路

から入口までの車イス用スロープ、自動ドア、

階段手すり、点字ブロックの6項目の整備状況

３. 対応済　２. 一部対応　１. 非対応

３．上位3割以内（施設維持単価安）

２．中位

１．下位3割以内（施設維持単価高）

３．上位3割以内（利用者負担の割合が高）

２．中位

１．下位3割以内（利用者負担の割合が低）

３．上位3割以内（利用者数多）

２．中位

１．下位3割以内（利用者数少）

くもの巣グラフと言わ

れ、グラフ面積が大きい

ほど評価が高くなる。

ⅠⅠⅠⅠ～～～～ⅢⅢⅢⅢ：：：：絶対評価絶対評価絶対評価絶対評価

ⅣⅣⅣⅣ～～～～ⅥⅥⅥⅥ：：：：相対評価相対評価相対評価相対評価

同一小分類の施設間で比較

　※評価できない場合は0

　※評価できない場合は0



西尾市公共施設白書西尾市公共施設白書西尾市公共施設白書西尾市公共施設白書２０１２２０１２２０１２２０１２　　　　施設別施設別施設別施設別データデータデータデータ

１　土地データ

㎡

（ ） ㎡

２　建物データ（複数棟の場合、建築年月・建築構造・階数は主な建物データによる。３　建物の総合判定も同じ）

㎡ 千円

㎡

４　管理運営データ

人 人 人

施設外観

円/人 104.70           18,196.28    円/人

コスト計算

（※３）

特 記 事 項

利用者一人あたり 市民一人あたり 延床面積１㎡あたり

円/㎡2,963,750.00     

階 数

総 取 得 費

（中学校地区）

建 物 構 造 鉄筋コンクリート造

構 成 施 設

延 床 面 積

建 築 年 月

7-1

複合・併設施設 -

       -

H6.12

うち借地面積福地中学校地区

合　計（①＋②） 17,782,500 

108,000 

指定管理料 - 

 その他委託料 2,034,000 

その他運営費（事業費） 654,500 

小　計 9,955,500 

①①①①施設維持施設維持施設維持施設維持コストコストコストコスト

　施設を維持管理

　するために要す

　る経費

　　　　＋

②②②②施設運営施設運営施設運営施設運営コストコストコストコスト

　施設を運営する

　ために要する経

　費

小　計 7,827,000         

②

施

設

運

営

コ

ス

ト

人件費（賃金含） 7,088,000 

燃料費 71,000 

光熱水費

-                        

工事請負費 -                        

その他維持費 -                        

34,000                

国　費 -                        

支支支支

　　　　

　　　　

　　　　

出出出出

市費（一般財源）

維持管理委託料　 -                        

①

施

設

維

持

コ

ス

ト

人件費（賃金含） 7,088,000            

金額（円）

6 

利用状況（※２）

収収収収

　　　　

　　　　

入入入入

利用料等 -                        

17,782,500          

その他 -                        

合　計

　Ｈ23決算ベース

ファシリティ

コスト

　（施設コスト）

内　訳 金額（円） 内　訳

17,782,500 

県　費 -                        

敷地借上料

8 6 

年間開館日数 管理形態

直接運営

Ｂ（推計） 構造体劣化調査 Ａ（推計）

21年度 22年度 23年度

所管部課 環境部　環境業務課

所   在   地
長縄町井ノ元６０番地

施  設  名 浄化浄化浄化浄化センターセンターセンターセンター

大分類 庁舎等 小分類 本庁舎、支所 施設番号 1107

 17,656.64

    977.26

       -

251,578 

敷  地  面  積

避 難 所 指 定 指定無

 管理棟、車庫棟

調査年度 平成24年度

修繕料 705,000               

火災保険料

2 階

健全度判定 Ｂ（推計）

３　建物の総合判定（構造体劣化調査・健全度判定の調査結果による）　（※１）

うち借家面積

総 合 判 定

261 日



　

(a) 年 (b) 円 (c) 円

※１

※２

※４

※５

※６

※７

※８

※９ 市民一人あたりの(c)：(b)の年平均÷人口（平成25年１月25日現在の169,844人）

５　データ分析

(b)の年平均：(b)÷法定耐用年数の残存年数。残存年数がない場合は解体費用のみ計上。

ＩＳ値：耐震診断を行った場合の建物の耐震指標のこと。耐震改修促進法等では耐震指標の判定基準を0.6以上としており、それ以

下の建物については耐震補強の必要性があると判断される。ただし、防災拠点となる公共施設等は0.7以上としている。

新耐震基準：昭和56年6月の建築基準法改正以降に建設された建物の耐震基準（マグニチュード８以上の大地震に対する耐震性が

確保されている）のこと。改正以前の基準の建物は「旧耐震建築物」と呼ばれる。

　延床面積延床面積延床面積延床面積１１１１㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの年間利用者数年間利用者数年間利用者数年間利用者数をををを示示示示すすすす指標指標指標指標（（（（人人人人））））

　年間利用者数（3年平均）÷延床面積　数値が高いほど利用者数が多い.。

　利用者数が不明の場合は評価できないため0、利用者数が0の施設は1

レ ー ダ チ ャ ー ト で 示 す ６ つ の 指 標

（ａ）までに要する修繕・解体コスト：現在から法定耐用年数まで使用した場合に必要となる施設の修繕と解体の費用の概算額。

ⅢⅢⅢⅢ....バリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリー

　主主主主なななな建物建物建物建物にににに対対対対するするするするバリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリーのためののためののためののための整備状況整備状況整備状況整備状況をををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　6項目について確認。全ての項目に対応している場合「対応」、一部でも対応していない

　場合「一部対応」、全くしていない場合「非対応」と評価。

一部対応

法定耐用年数までの残存年数：法定耐用年数から建設からの経過年数を減した数。法定耐用年数を超えた場合はマイナスで表記。

　ファシリティコストファシリティコストファシリティコストファシリティコストにににに対対対対するするするする利用料等利用料等利用料等利用料等（（（（利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの割合割合割合割合））））をををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　利用料等÷ファシリティコスト（施設維持コスト＋施設運営コスト）

　数値が高いほど、利用者負担の割合が高く、収支のバランスが取れている。

　利用料等が発生しない施設は１、ファシリティコストが発生しない施設は３

　延床面積延床面積延床面積延床面積１１１１㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの施設維持施設維持施設維持施設維持にかかるにかかるにかかるにかかるコストコストコストコストをををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　①施設維持コスト小計÷延床面積

　数値が高いほど、施設規模に比べて施設維持にコストがかかっている

　施設を保有していない場合は0。保有していても施設維持コストが発生しない場合は３

総　合　評　価

経過年数から老朽化が進んでいる（Ⅰ）。耐震性能を有する（Ⅱ）。バリアフリーは一部対応（Ⅲ）。

(b)の年平均（※８）

93,671,000 

※３

建物の総合判定：構造体劣化調査と健全度判定の結果から総合判定を行なっている。判定の序列はＤ→Ｃ→Ｂ→Ａの順に良くな

る。（推計）は、調査していないが、類似建物と比較して評価したもの。複合施設の場合は、主たる施設で判定。

利用状況：人数は施設の年間延利用人数。学校・幼稚園・保育園・児童クラブは、各年4月1日現在の在籍児童生徒数。市営住宅等

は入居戸数（世帯数）で記載。庁舎等で利用者数等の把握が難しい施設は推定値

コスト計算：市民一人あたりは、ファシリティコスト÷人口（平成25年１月25日現在の169,844人）

コスト計算：延床面積一㎡あたりは、ファシリティコスト÷延床面積

7-2

コスト計算：利用者一人あたりは、ファシリティコスト÷利用者数（３か年平均）

32 

同一小分類の施設間比較では、㎡あたりの利用者数は少ない方（Ⅳ）、利用者負担の割合は少な

い方（Ⅴ）、㎡あたりの施設維持コストは平均的（Ⅵ）。

法定耐用年数までの残存年数(※６) （ａ）までに要する修繕・解体コスト(※7)

（％）

ⅥⅥⅥⅥ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの

施設維持施設維持施設維持施設維持コストコストコストコスト

ⅠⅠⅠⅠ....老朽化状況老朽化状況老朽化状況老朽化状況

ⅡⅡⅡⅡ....耐震性能耐震性能耐震性能耐震性能

　　　　主主主主なななな建物建物建物建物にににに対対対対するするするする耐震安全性耐震安全性耐震安全性耐震安全性をををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　　　　耐震性能の有無・耐震診断の未診断と、Ｉｓ値・新耐震基準を表示

　建物建物建物建物のののの老朽化老朽化老朽化老朽化をををを示示示示すすすす指標指標指標指標（％）（％）（％）（％）

　　　　建設からの経過年数を法定耐用年数と比較して％表示

　1-（法定耐用年数までの残存年数÷法定耐用年数）複数棟の場合は主な建物で算定

　数値が高いほど老朽化が進んでいる。

36.00

新耐震基準

有

レーダーチャート

耐震性能･･･

ＩＳ値等･･･

（同一小分類の施設間で比較）

（同一小分類の施設間で比較）

- ％

0.01 人/㎡

17.23 円/人

ⅣⅣⅣⅣ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの

利用者数利用者数利用者数利用者数

ⅤⅤⅤⅤ....利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの割合割合割合割合

8,009.13 円/㎡

（同一小分類の施設間で比較）

市民一人あたりの(c)（※９）

2,927,218.75 

0

1

2

3

ⅠⅠⅠⅠ....老朽化状況老朽化状況老朽化状況老朽化状況

ⅡⅡⅡⅡ....耐震性能耐震性能耐震性能耐震性能

ⅢⅢⅢⅢ....バリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリー

ⅣⅣⅣⅣ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの利用者数利用者数利用者数利用者数

ⅤⅤⅤⅤ....利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの割合割合割合割合

ⅥⅥⅥⅥ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの施設維持施設維持施設維持施設維持コストコストコストコスト

建設からの経過年数を

法定耐用年数と比較

３. 30％未満（残存年数多）

２. 30%以上7割未満

１. 70％以上（残存年数少）

新耐震基準（※４）への適合性

３. 新耐震基準・耐震改修が不要又は施工済

　　（ＩＳ値　0.7以上）（※５）

２. 耐震改修が不要又は施工済

　　（ＩＳ値　0.6以上 0.7未満）

１. 耐震対策が必要又は耐震診断未実施

車イス用エレベータ、身障者用トイレ、道路

から入口までの車イス用スロープ、自動ドア、

階段手すり、点字ブロックの6項目の整備状況

３. 対応済　２. 一部対応　１. 非対応

３．上位3割以内（施設維持単価安）

２．中位

１．下位3割以内（施設維持単価高）

３．上位3割以内（利用者負担の割合が高）

２．中位

１．下位3割以内（利用者負担の割合が低）

３．上位3割以内（利用者数多）

２．中位

１．下位3割以内（利用者数少）

くもの巣グラフと言わ

れ、グラフ面積が大きい

ほど評価が高くなる。

ⅠⅠⅠⅠ～～～～ⅢⅢⅢⅢ：：：：絶対評価絶対評価絶対評価絶対評価

ⅣⅣⅣⅣ～～～～ⅥⅥⅥⅥ：：：：相対評価相対評価相対評価相対評価

同一小分類の施設間で比較

　※評価できない場合は0

　※評価できない場合は0



西尾市公共施設白書西尾市公共施設白書西尾市公共施設白書西尾市公共施設白書２０１２２０１２２０１２２０１２　　　　施設別施設別施設別施設別データデータデータデータ

１　土地データ

㎡

（ ） ㎡

２　建物データ（複数棟の場合、建築年月・建築構造・階数は主な建物データによる。３　建物の総合判定も同じ）

㎡ 千円

㎡

４　管理運営データ

人 人 人

施設外観

円/人 1,040.62         77,723.33    円/人

コスト計算

（※３）

特 記 事 項

利用者一人あたり 市民一人あたり 延床面積１㎡あたり

円/㎡8,692.41         

階 数

総 取 得 費

（中学校地区）

建 物 構 造 鉄筋コンクリート造

構 成 施 設

延 床 面 積

建 築 年 月

8-1

複合・併設施設 -

       -

S61.3

うち借地面積西尾中学校地区

合　計（①＋②） 176,742,861 

4,240,501 

指定管理料 - 

 その他委託料 7,759,500 

その他運営費（事業費） 46,530,364 

小　計 122,322,365 

①①①①施設維持施設維持施設維持施設維持コストコストコストコスト

　施設を維持管理

　するために要す

　る経費

　　　　＋

②②②②施設運営施設運営施設運営施設運営コストコストコストコスト

　施設を運営する

　ために要する経

　費

小　計 54,420,496        

②

施

設

運

営

コ

ス

ト

人件費（賃金含） 63,792,000 

燃料費 - 

光熱水費

-                        

工事請負費 -                        

その他維持費 -                        

59,838                

国　費 -                        

支支支支

　　　　

　　　　

　　　　

出出出出

市費（一般財源）

維持管理委託料　 3,496,996            

①

施

設

維

持

コ

ス

ト

人件費（賃金含） 49,616,000          

金額（円）

36,600 

利用状況（※２）

収収収収

　　　　

　　　　

入入入入

利用料等 -                        

173,670,544         

その他 3,072,317            

合　計

　Ｈ23決算ベース

ファシリティ

コスト

　（施設コスト）

内　訳 金額（円） 内　訳

176,742,861 

県　費 -                        

敷地借上料

12,200 12,200 

年間開館日数 管理形態

直接運営

Ｃ（推計） 構造体劣化調査 Ａ（推計）

21年度 22年度 23年度

所管部課 上下水道部　水道管理課

所   在   地
丁田町五助１８番地

施  設  名 水道庁舎水道庁舎水道庁舎水道庁舎

大分類 庁舎等 小分類 本庁舎、支所 施設番号 1108

  2,775.00

  2,274.00

       -

1,322,784 

敷  地  面  積

避 難 所 指 定 指定無

 水道庁舎棟、倉庫棟、車庫棟

調査年度 平成24年度

修繕料 1,247,662            

火災保険料

4 階

健全度判定 Ｃ

３　建物の総合判定（構造体劣化調査・健全度判定の調査結果による）　（※１）

うち借家面積

総 合 判 定

246 日



　

(a) 年 (b) 円 (c) 円

※１

※２

※４

※５

※６

※７

※８

※９ 市民一人あたりの(c)：(b)の年平均÷人口（平成25年１月25日現在の169,844人）

５　データ分析

(b)の年平均：(b)÷法定耐用年数の残存年数。残存年数がない場合は解体費用のみ計上。

ＩＳ値：耐震診断を行った場合の建物の耐震指標のこと。耐震改修促進法等では耐震指標の判定基準を0.6以上としており、それ以

下の建物については耐震補強の必要性があると判断される。ただし、防災拠点となる公共施設等は0.7以上としている。

新耐震基準：昭和56年6月の建築基準法改正以降に建設された建物の耐震基準（マグニチュード８以上の大地震に対する耐震性が

確保されている）のこと。改正以前の基準の建物は「旧耐震建築物」と呼ばれる。

　延床面積延床面積延床面積延床面積１１１１㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの年間利用者数年間利用者数年間利用者数年間利用者数をををを示示示示すすすす指標指標指標指標（（（（人人人人））））

　年間利用者数（3年平均）÷延床面積　数値が高いほど利用者数が多い.。

　利用者数が不明の場合は評価できないため0、利用者数が0の施設は1

レ ー ダ チ ャ ー ト で 示 す ６ つ の 指 標

（ａ）までに要する修繕・解体コスト：現在から法定耐用年数まで使用した場合に必要となる施設の修繕と解体の費用の概算額。

ⅢⅢⅢⅢ....バリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリー

　主主主主なななな建物建物建物建物にににに対対対対するするするするバリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリーのためののためののためののための整備状況整備状況整備状況整備状況をををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　6項目について確認。全ての項目に対応している場合「対応」、一部でも対応していない

　場合「一部対応」、全くしていない場合「非対応」と評価。

一部対応

法定耐用年数までの残存年数：法定耐用年数から建設からの経過年数を減した数。法定耐用年数を超えた場合はマイナスで表記。

　ファシリティコストファシリティコストファシリティコストファシリティコストにににに対対対対するするするする利用料等利用料等利用料等利用料等（（（（利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの割合割合割合割合））））をををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　利用料等÷ファシリティコスト（施設維持コスト＋施設運営コスト）

　数値が高いほど、利用者負担の割合が高く、収支のバランスが取れている。

　利用料等が発生しない施設は１、ファシリティコストが発生しない施設は３

　延床面積延床面積延床面積延床面積１１１１㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの施設維持施設維持施設維持施設維持にかかるにかかるにかかるにかかるコストコストコストコストをををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　①施設維持コスト小計÷延床面積

　数値が高いほど、施設規模に比べて施設維持にコストがかかっている

　施設を保有していない場合は0。保有していても施設維持コストが発生しない場合は３

総　合　評　価

経過年数から老朽化が進んでいる（Ⅰ）。耐震性能を有する（Ⅱ）。バリアフリーは一部対応（Ⅲ）。

(b)の年平均（※８）

155,444,000 

※３

建物の総合判定：構造体劣化調査と健全度判定の結果から総合判定を行なっている。判定の序列はＤ→Ｃ→Ｂ→Ａの順に良くな

る。（推計）は、調査していないが、類似建物と比較して評価したもの。複合施設の場合は、主たる施設で判定。

利用状況：人数は施設の年間延利用人数。学校・幼稚園・保育園・児童クラブは、各年4月1日現在の在籍児童生徒数。市営住宅等

は入居戸数（世帯数）で記載。庁舎等で利用者数等の把握が難しい施設は推定値

コスト計算：市民一人あたりは、ファシリティコスト÷人口（平成25年１月25日現在の169,844人）

コスト計算：延床面積一㎡あたりは、ファシリティコスト÷延床面積

8-2

コスト計算：利用者一人あたりは、ファシリティコスト÷利用者数（３か年平均）

23 

同一小分類の施設間比較では、㎡あたりの利用者数は平均的（Ⅳ）、利用者負担の割合は少ない

方（Ⅴ）、㎡あたりの施設維持コストは高い（Ⅵ）。

法定耐用年数までの残存年数(※６) （ａ）までに要する修繕・解体コスト(※7)

（％）

ⅥⅥⅥⅥ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの

施設維持施設維持施設維持施設維持コストコストコストコスト

ⅠⅠⅠⅠ....老朽化状況老朽化状況老朽化状況老朽化状況

ⅡⅡⅡⅡ....耐震性能耐震性能耐震性能耐震性能

　　　　主主主主なななな建物建物建物建物にににに対対対対するするするする耐震安全性耐震安全性耐震安全性耐震安全性をををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　　　　耐震性能の有無・耐震診断の未診断と、Ｉｓ値・新耐震基準を表示

　建物建物建物建物のののの老朽化老朽化老朽化老朽化をををを示示示示すすすす指標指標指標指標（％）（％）（％）（％）

　　　　建設からの経過年数を法定耐用年数と比較して％表示

　1-（法定耐用年数までの残存年数÷法定耐用年数）複数棟の場合は主な建物で算定

　数値が高いほど老朽化が進んでいる。

54.00

新耐震基準

有

レーダーチャート

耐震性能･･･

ＩＳ値等･･･

（同一小分類の施設間で比較）

（同一小分類の施設間で比較）

- ％

8.94 人/㎡

39.79 円/人

ⅣⅣⅣⅣ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの

利用者数利用者数利用者数利用者数

ⅤⅤⅤⅤ....利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの割合割合割合割合

23,931.62 円/㎡

（同一小分類の施設間で比較）

市民一人あたりの(c)（※９）

6,758,434.78 

0

1

2

3

ⅠⅠⅠⅠ....老朽化状況老朽化状況老朽化状況老朽化状況

ⅡⅡⅡⅡ....耐震性能耐震性能耐震性能耐震性能

ⅢⅢⅢⅢ....バリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリー

ⅣⅣⅣⅣ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの利用者数利用者数利用者数利用者数

ⅤⅤⅤⅤ....利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの割合割合割合割合

ⅥⅥⅥⅥ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの施設維持施設維持施設維持施設維持コストコストコストコスト

建設からの経過年数を

法定耐用年数と比較

３. 30％未満（残存年数多）

２. 30%以上7割未満

１. 70％以上（残存年数少）

新耐震基準（※４）への適合性

３. 新耐震基準・耐震改修が不要又は施工済

　　（ＩＳ値　0.7以上）（※５）

２. 耐震改修が不要又は施工済

　　（ＩＳ値　0.6以上 0.7未満）

１. 耐震対策が必要又は耐震診断未実施

車イス用エレベータ、身障者用トイレ、道路

から入口までの車イス用スロープ、自動ドア、

階段手すり、点字ブロックの6項目の整備状況

３. 対応済　２. 一部対応　１. 非対応

３．上位3割以内（施設維持単価安）

２．中位

１．下位3割以内（施設維持単価高）

３．上位3割以内（利用者負担の割合が高）

２．中位

１．下位3割以内（利用者負担の割合が低）

３．上位3割以内（利用者数多）

２．中位

１．下位3割以内（利用者数少）

くもの巣グラフと言わ

れ、グラフ面積が大きい

ほど評価が高くなる。

ⅠⅠⅠⅠ～～～～ⅢⅢⅢⅢ：：：：絶対評価絶対評価絶対評価絶対評価

ⅣⅣⅣⅣ～～～～ⅥⅥⅥⅥ：：：：相対評価相対評価相対評価相対評価

同一小分類の施設間で比較

　※評価できない場合は0

　※評価できない場合は0



西尾市公共施設白書西尾市公共施設白書西尾市公共施設白書西尾市公共施設白書２０１２２０１２２０１２２０１２　　　　施設別施設別施設別施設別データデータデータデータ

１　土地データ

㎡

（ ） ㎡

２　建物データ（複数棟の場合、建築年月・建築構造・階数は主な建物データによる。３　建物の総合判定も同じ）

㎡ 千円

㎡

４　管理運営データ

人 人 人

施設外観

円/人 21.99            -円/人

コスト計算

（※３）

特 記 事 項

利用者一人あたり 市民一人あたり 延床面積１㎡あたり

円/㎡2,125.99         

階 数

総 取 得 費

（中学校地区）

建 物 構 造 - 

構 成 施 設

延 床 面 積

建 築 年 月

9-1

複合・併設施設 寺津ふれあいセンター（3103）

       -

- 

うち借地面積寺津中学校地区

合　計（①＋②） 3,735,360 

- 

指定管理料 - 

 その他委託料 - 

その他運営費（事業費） - 

小　計 3,735,360 

①①①①施設維持施設維持施設維持施設維持コストコストコストコスト

　施設を維持管理

　するために要す

　る経費

　　　　＋

②②②②施設運営施設運営施設運営施設運営コストコストコストコスト

　施設を運営する

　ために要する経

　費

小　計 -                     

②

施

設

運

営

コ

ス

ト

人件費（賃金含） 3,735,360 

燃料費 - 

光熱水費

-                        

工事請負費 -                        

その他維持費 -                        

-                        

国　費 -                        

支支支支

　　　　

　　　　

　　　　

出出出出

市費（一般財源）

維持管理委託料　 -                        

①

施

設

維

持

コ

ス

ト

人件費（賃金含） -                        

金額（円）

1,777 

利用状況（※２）

収収収収

　　　　

　　　　

入入入入

利用料等 -                        

3,735,360            

その他 -                        

合　計

　Ｈ23決算ベース

ファシリティ

コスト

　（施設コスト）

内　訳 金額（円） 内　訳

3,735,360 

県　費 -                        

敷地借上料

1,812 1,682 

年間開館日数 管理形態

直接運営

- 構造体劣化調査 -

21年度 22年度 23年度

所管部課 地域振興部　市民課

所   在   地
寺津ふれあいセンター内

施  設  名 寺津出張所寺津出張所寺津出張所寺津出張所

大分類 庁舎等 小分類 本庁舎、支所 施設番号 1109

       -

       -

       -

- 

敷  地  面  積

避 難 所 指 定 -

                                                                               -

調査年度 平成24年度

修繕料 -                        

火災保険料

- 階

健全度判定 -

３　建物の総合判定（構造体劣化調査・健全度判定の調査結果による）　（※１）

うち借家面積

総 合 判 定

182 日



　

(a) 年 (b) 円 (c) 円

※１

※２

※４

※５

※６

※７

※８

※９ 市民一人あたりの(c)：(b)の年平均÷人口（平成25年１月25日現在の169,844人）

５　データ分析

(b)の年平均：(b)÷法定耐用年数の残存年数。残存年数がない場合は解体費用のみ計上。

ＩＳ値：耐震診断を行った場合の建物の耐震指標のこと。耐震改修促進法等では耐震指標の判定基準を0.6以上としており、それ以

下の建物については耐震補強の必要性があると判断される。ただし、防災拠点となる公共施設等は0.7以上としている。

新耐震基準：昭和56年6月の建築基準法改正以降に建設された建物の耐震基準（マグニチュード８以上の大地震に対する耐震性が

確保されている）のこと。改正以前の基準の建物は「旧耐震建築物」と呼ばれる。

　延床面積延床面積延床面積延床面積１１１１㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの年間利用者数年間利用者数年間利用者数年間利用者数をををを示示示示すすすす指標指標指標指標（（（（人人人人））））

　年間利用者数（3年平均）÷延床面積　数値が高いほど利用者数が多い.。

　利用者数が不明の場合は評価できないため0、利用者数が0の施設は1

レ ー ダ チ ャ ー ト で 示 す ６ つ の 指 標

（ａ）までに要する修繕・解体コスト：現在から法定耐用年数まで使用した場合に必要となる施設の修繕と解体の費用の概算額。

ⅢⅢⅢⅢ....バリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリー

　主主主主なななな建物建物建物建物にににに対対対対するするするするバリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリーのためののためののためののための整備状況整備状況整備状況整備状況をををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　6項目について確認。全ての項目に対応している場合「対応」、一部でも対応していない

　場合「一部対応」、全くしていない場合「非対応」と評価。

法定耐用年数までの残存年数：法定耐用年数から建設からの経過年数を減した数。法定耐用年数を超えた場合はマイナスで表記。

　ファシリティコストファシリティコストファシリティコストファシリティコストにににに対対対対するするするする利用料等利用料等利用料等利用料等（（（（利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの割合割合割合割合））））をををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　利用料等÷ファシリティコスト（施設維持コスト＋施設運営コスト）

　数値が高いほど、利用者負担の割合が高く、収支のバランスが取れている。

　利用料等が発生しない施設は１、ファシリティコストが発生しない施設は３

　延床面積延床面積延床面積延床面積１１１１㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの施設維持施設維持施設維持施設維持にかかるにかかるにかかるにかかるコストコストコストコストをををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　①施設維持コスト小計÷延床面積

　数値が高いほど、施設規模に比べて施設維持にコストがかかっている

　施設を保有していない場合は0。保有していても施設維持コストが発生しない場合は３

総　合　評　価

従たる施設のため絶対評価は主たる施設で示す。

(b)の年平均（※８）

-

※３

建物の総合判定：構造体劣化調査と健全度判定の結果から総合判定を行なっている。判定の序列はＤ→Ｃ→Ｂ→Ａの順に良くな

る。（推計）は、調査していないが、類似建物と比較して評価したもの。複合施設の場合は、主たる施設で判定。

利用状況：人数は施設の年間延利用人数。学校・幼稚園・保育園・児童クラブは、各年4月1日現在の在籍児童生徒数。市営住宅等

は入居戸数（世帯数）で記載。庁舎等で利用者数等の把握が難しい施設は推定値

コスト計算：市民一人あたりは、ファシリティコスト÷人口（平成25年１月25日現在の169,844人）

コスト計算：延床面積一㎡あたりは、ファシリティコスト÷延床面積
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コスト計算：利用者一人あたりは、ファシリティコスト÷利用者数（３か年平均）

- 

同一小分類の施設間比較では、㎡あたりの利用者数は多い方（Ⅳ）、利用者負担の割合は少ない

方（Ⅴ）、㎡あたりの施設維持コストは評価できない（Ⅵ）。

法定耐用年数までの残存年数(※６) （ａ）までに要する修繕・解体コスト(※7)

（％）

ⅥⅥⅥⅥ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの

施設維持施設維持施設維持施設維持コストコストコストコスト

ⅠⅠⅠⅠ....老朽化状況老朽化状況老朽化状況老朽化状況

ⅡⅡⅡⅡ....耐震性能耐震性能耐震性能耐震性能

　　　　主主主主なななな建物建物建物建物にににに対対対対するするするする耐震安全性耐震安全性耐震安全性耐震安全性をををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　　　　耐震性能の有無・耐震診断の未診断と、Ｉｓ値・新耐震基準を表示

　建物建物建物建物のののの老朽化老朽化老朽化老朽化をををを示示示示すすすす指標指標指標指標（％）（％）（％）（％）

　　　　建設からの経過年数を法定耐用年数と比較して％表示

　1-（法定耐用年数までの残存年数÷法定耐用年数）複数棟の場合は主な建物で算定

　数値が高いほど老朽化が進んでいる。

レーダーチャート

耐震性能･･･

ＩＳ値等･･･

（同一小分類の施設間で比較）

（同一小分類の施設間で比較）

- ％

76.39 人/㎡

- 円/人

ⅣⅣⅣⅣ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの

利用者数利用者数利用者数利用者数

ⅤⅤⅤⅤ....利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの割合割合割合割合

- 円/㎡

（同一小分類の施設間で比較）

市民一人あたりの(c)（※９）

-

0

1

2

3

ⅠⅠⅠⅠ....老朽化状況老朽化状況老朽化状況老朽化状況

ⅡⅡⅡⅡ....耐震性能耐震性能耐震性能耐震性能

ⅢⅢⅢⅢ....バリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリー

ⅣⅣⅣⅣ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの利用者数利用者数利用者数利用者数

ⅤⅤⅤⅤ....利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの割合割合割合割合

ⅥⅥⅥⅥ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの施設維持施設維持施設維持施設維持コストコストコストコスト

建設からの経過年数を

法定耐用年数と比較

３. 30％未満（残存年数多）

２. 30%以上7割未満

１. 70％以上（残存年数少）

新耐震基準（※４）への適合性

３. 新耐震基準・耐震改修が不要又は施工済

　　（ＩＳ値　0.7以上）（※５）

２. 耐震改修が不要又は施工済

　　（ＩＳ値　0.6以上 0.7未満）

１. 耐震対策が必要又は耐震診断未実施

車イス用エレベータ、身障者用トイレ、道路

から入口までの車イス用スロープ、自動ドア、

階段手すり、点字ブロックの6項目の整備状況

３. 対応済　２. 一部対応　１. 非対応

３．上位3割以内（施設維持単価安）

２．中位

１．下位3割以内（施設維持単価高）

３．上位3割以内（利用者負担の割合が高）

２．中位

１．下位3割以内（利用者負担の割合が低）

３．上位3割以内（利用者数多）

２．中位

１．下位3割以内（利用者数少）

くもの巣グラフと言わ

れ、グラフ面積が大きい

ほど評価が高くなる。

ⅠⅠⅠⅠ～～～～ⅢⅢⅢⅢ：：：：絶対評価絶対評価絶対評価絶対評価

ⅣⅣⅣⅣ～～～～ⅥⅥⅥⅥ：：：：相対評価相対評価相対評価相対評価

同一小分類の施設間で比較

　※評価できない場合は0

　※評価できない場合は0



西尾市公共施設白書西尾市公共施設白書西尾市公共施設白書西尾市公共施設白書２０１２２０１２２０１２２０１２　　　　施設別施設別施設別施設別データデータデータデータ

１　土地データ

㎡

（ ） ㎡

２　建物データ（複数棟の場合、建築年月・建築構造・階数は主な建物データによる。３　建物の総合判定も同じ）

㎡ 千円

㎡

４　管理運営データ

人 人 人

施設外観

円/人 6.14             -円/人

コスト計算

（※３）

特 記 事 項

利用者一人あたり 市民一人あたり 延床面積１㎡あたり

円/㎡14,890.47        

階 数

総 取 得 費

（中学校地区）

建 物 構 造 - 

構 成 施 設

延 床 面 積

建 築 年 月
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複合・併設施設 佐久島開発総合センター（1314）

       -

- 

うち借地面積佐久島中学地区

合　計（①＋②） 1,042,333 

- 

指定管理料 - 

 その他委託料 - 

その他運営費（事業費） - 

小　計 1,042,333 

①①①①施設維持施設維持施設維持施設維持コストコストコストコスト

　施設を維持管理

　するために要す

　る経費

　　　　＋

②②②②施設運営施設運営施設運営施設運営コストコストコストコスト

　施設を運営する

　ために要する経

　費

小　計 -                     

②

施

設

運

営

コ

ス

ト

人件費（賃金含） 1,042,333 

燃料費 - 

光熱水費

-                        

工事請負費 -                        

その他維持費 -                        

-                        

国　費 -                        

支支支支

　　　　

　　　　

　　　　

出出出出

市費（一般財源）

維持管理委託料　 -                        

①

施

設

維

持

コ

ス

ト

人件費（賃金含） -                        

金額（円）

70 

利用状況（※２）

収収収収

　　　　

　　　　

入入入入

利用料等 -                        

1,042,333            

その他 -                        

合　計

　Ｈ23決算ベース

ファシリティ

コスト

　（施設コスト）

内　訳 金額（円） 内　訳

1,042,333 

県　費 -                        

敷地借上料

70 70 

年間開館日数 管理形態

直接運営

- 構造体劣化調査 -

21年度 22年度 23年度

所管部課 地域振興部　佐久島振興課

所   在   地
佐久島開発総合センター内

施  設  名 佐久島出張所佐久島出張所佐久島出張所佐久島出張所

大分類 庁舎等 小分類 本庁舎、支所 施設番号 1110

       -

       -

       -

- 

敷  地  面  積

避 難 所 指 定 -

 佐久島開発総合センター事務室

調査年度 平成24年度

修繕料 -                        

火災保険料

- 階

健全度判定 -

３　建物の総合判定（構造体劣化調査・健全度判定の調査結果による）　（※１）

うち借家面積

総 合 判 定

243 日



　

(a) 年 (b) 円 (c) 円

※１

※２

※４

※５

※６

※７

※８

※９ 市民一人あたりの(c)：(b)の年平均÷人口（平成25年１月25日現在の169,844人）

５　データ分析

(b)の年平均：(b)÷法定耐用年数の残存年数。残存年数がない場合は解体費用のみ計上。

ＩＳ値：耐震診断を行った場合の建物の耐震指標のこと。耐震改修促進法等では耐震指標の判定基準を0.6以上としており、それ以

下の建物については耐震補強の必要性があると判断される。ただし、防災拠点となる公共施設等は0.7以上としている。

新耐震基準：昭和56年6月の建築基準法改正以降に建設された建物の耐震基準（マグニチュード８以上の大地震に対する耐震性が

確保されている）のこと。改正以前の基準の建物は「旧耐震建築物」と呼ばれる。

　延床面積延床面積延床面積延床面積１１１１㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの年間利用者数年間利用者数年間利用者数年間利用者数をををを示示示示すすすす指標指標指標指標（（（（人人人人））））

　年間利用者数（3年平均）÷延床面積　数値が高いほど利用者数が多い.。

　利用者数が不明の場合は評価できないため0、利用者数が0の施設は1

レ ー ダ チ ャ ー ト で 示 す ６ つ の 指 標

（ａ）までに要する修繕・解体コスト：現在から法定耐用年数まで使用した場合に必要となる施設の修繕と解体の費用の概算額。

ⅢⅢⅢⅢ....バリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリー

　主主主主なななな建物建物建物建物にににに対対対対するするするするバリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリーのためののためののためののための整備状況整備状況整備状況整備状況をををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　6項目について確認。全ての項目に対応している場合「対応」、一部でも対応していない

　場合「一部対応」、全くしていない場合「非対応」と評価。

法定耐用年数までの残存年数：法定耐用年数から建設からの経過年数を減した数。法定耐用年数を超えた場合はマイナスで表記。

　ファシリティコストファシリティコストファシリティコストファシリティコストにににに対対対対するするするする利用料等利用料等利用料等利用料等（（（（利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの割合割合割合割合））））をををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　利用料等÷ファシリティコスト（施設維持コスト＋施設運営コスト）

　数値が高いほど、利用者負担の割合が高く、収支のバランスが取れている。

　利用料等が発生しない施設は１、ファシリティコストが発生しない施設は３

　延床面積延床面積延床面積延床面積１１１１㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの施設維持施設維持施設維持施設維持にかかるにかかるにかかるにかかるコストコストコストコストをををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　①施設維持コスト小計÷延床面積

　数値が高いほど、施設規模に比べて施設維持にコストがかかっている

　施設を保有していない場合は0。保有していても施設維持コストが発生しない場合は３

総　合　評　価

従たる施設のため絶対評価は主たる施設で示す。

(b)の年平均（※８）

-

※３

建物の総合判定：構造体劣化調査と健全度判定の結果から総合判定を行なっている。判定の序列はＤ→Ｃ→Ｂ→Ａの順に良くな

る。（推計）は、調査していないが、類似建物と比較して評価したもの。複合施設の場合は、主たる施設で判定。

利用状況：人数は施設の年間延利用人数。学校・幼稚園・保育園・児童クラブは、各年4月1日現在の在籍児童生徒数。市営住宅等

は入居戸数（世帯数）で記載。庁舎等で利用者数等の把握が難しい施設は推定値

コスト計算：市民一人あたりは、ファシリティコスト÷人口（平成25年１月25日現在の169,844人）

コスト計算：延床面積一㎡あたりは、ファシリティコスト÷延床面積
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コスト計算：利用者一人あたりは、ファシリティコスト÷利用者数（３か年平均）

- 

同一小分類の施設間比較では、㎡あたりの利用者数は平均的（Ⅳ）、利用者負担の割合は少ない

方（Ⅴ）、㎡あたりの施設維持コストは評価できない（Ⅵ）。

法定耐用年数までの残存年数(※６) （ａ）までに要する修繕・解体コスト(※7)

（％）

ⅥⅥⅥⅥ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの

施設維持施設維持施設維持施設維持コストコストコストコスト

ⅠⅠⅠⅠ....老朽化状況老朽化状況老朽化状況老朽化状況

ⅡⅡⅡⅡ....耐震性能耐震性能耐震性能耐震性能

　　　　主主主主なななな建物建物建物建物にににに対対対対するするするする耐震安全性耐震安全性耐震安全性耐震安全性をををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　　　　耐震性能の有無・耐震診断の未診断と、Ｉｓ値・新耐震基準を表示

　建物建物建物建物のののの老朽化老朽化老朽化老朽化をををを示示示示すすすす指標指標指標指標（％）（％）（％）（％）

　　　　建設からの経過年数を法定耐用年数と比較して％表示

　1-（法定耐用年数までの残存年数÷法定耐用年数）複数棟の場合は主な建物で算定

　数値が高いほど老朽化が進んでいる。

レーダーチャート

耐震性能･･･

ＩＳ値等･･･

（同一小分類の施設間で比較）

（同一小分類の施設間で比較）

- ％

3.29 人/㎡

- 円/人

ⅣⅣⅣⅣ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの

利用者数利用者数利用者数利用者数

ⅤⅤⅤⅤ....利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの割合割合割合割合

- 円/㎡

（同一小分類の施設間で比較）

市民一人あたりの(c)（※９）

-

0

1

2

3

ⅠⅠⅠⅠ....老朽化状況老朽化状況老朽化状況老朽化状況

ⅡⅡⅡⅡ....耐震性能耐震性能耐震性能耐震性能

ⅢⅢⅢⅢ....バリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリー

ⅣⅣⅣⅣ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの利用者数利用者数利用者数利用者数

ⅤⅤⅤⅤ....利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの割合割合割合割合

ⅥⅥⅥⅥ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの施設維持施設維持施設維持施設維持コストコストコストコスト

建設からの経過年数を

法定耐用年数と比較

３. 30％未満（残存年数多）

２. 30%以上7割未満

１. 70％以上（残存年数少）

新耐震基準（※４）への適合性

３. 新耐震基準・耐震改修が不要又は施工済

　　（ＩＳ値　0.7以上）（※５）

２. 耐震改修が不要又は施工済

　　（ＩＳ値　0.6以上 0.7未満）

１. 耐震対策が必要又は耐震診断未実施

車イス用エレベータ、身障者用トイレ、道路

から入口までの車イス用スロープ、自動ドア、

階段手すり、点字ブロックの6項目の整備状況

３. 対応済　２. 一部対応　１. 非対応

３．上位3割以内（施設維持単価安）

２．中位

１．下位3割以内（施設維持単価高）

３．上位3割以内（利用者負担の割合が高）

２．中位

１．下位3割以内（利用者負担の割合が低）

３．上位3割以内（利用者数多）

２．中位

１．下位3割以内（利用者数少）

くもの巣グラフと言わ

れ、グラフ面積が大きい

ほど評価が高くなる。

ⅠⅠⅠⅠ～～～～ⅢⅢⅢⅢ：：：：絶対評価絶対評価絶対評価絶対評価

ⅣⅣⅣⅣ～～～～ⅥⅥⅥⅥ：：：：相対評価相対評価相対評価相対評価

同一小分類の施設間で比較

　※評価できない場合は0

　※評価できない場合は0



西尾市公共施設白書西尾市公共施設白書西尾市公共施設白書西尾市公共施設白書２０１２２０１２２０１２２０１２　　　　施設別施設別施設別施設別データデータデータデータ

１　土地データ

㎡

（ ） ㎡

２　建物データ（複数棟の場合、建築年月・建築構造・階数は主な建物データによる。３　建物の総合判定も同じ）

㎡ 千円

㎡

４　管理運営データ

人 人 人

施設外観

円/人 0.21             45.29        円/人

コスト計算

（※３）

特 記 事 項

利用者一人あたり 市民一人あたり 延床面積１㎡あたり

円/㎡-

階 数

総 取 得 費

（中学校地区）

建 物 構 造 鉄骨造

構 成 施 設

延 床 面 積

建 築 年 月
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複合・併設施設 -

       -

S60.11

うち借地面積東部中学校地区

合　計（①＋②） 36,232 

22,698 

指定管理料 - 

 その他委託料 - 

その他運営費（事業費） - 

小　計 22,698 

①①①①施設維持施設維持施設維持施設維持コストコストコストコスト

　施設を維持管理

　するために要す

　る経費

　　　　＋

②②②②施設運営施設運営施設運営施設運営コストコストコストコスト

　施設を運営する

　ために要する経

　費

小　計 13,534             

②

施

設

運

営

コ

ス

ト

人件費（賃金含） - 

燃料費 - 

光熱水費

-                        

工事請負費 -                        

その他維持費 -                        

13,534                

国　費 -                        

支支支支

　　　　

　　　　

　　　　

出出出出

市費（一般財源）

維持管理委託料　 -                        

①

施

設

維

持

コ

ス

ト

人件費（賃金含） -                        

金額（円）

- 

利用状況（※２）

収収収収

　　　　

　　　　

入入入入

利用料等 -                        

36,232                

その他 -                        

合　計

　Ｈ23決算ベース

ファシリティ

コスト

　（施設コスト）

内　訳 金額（円） 内　訳

36,232 

県　費 -                        

敷地借上料

- - 

年間開館日数 管理形態

直接運営

Ｂ（推計） 構造体劣化調査 Ａ（推計）

21年度 22年度 23年度

所管部課 総務部　総務課

所   在   地
室町中屋敷１５２番地

施  設  名 総合倉庫総合倉庫総合倉庫総合倉庫

大分類 庁舎等 小分類 本庁舎、支所 施設番号 1111

  1,202.95

    800.00

       -

62,820 

敷  地  面  積

避 難 所 指 定 指定無

 倉庫

調査年度 平成24年度

修繕料 -                        

火災保険料

2 階

健全度判定 Ｂ（推計）

３　建物の総合判定（構造体劣化調査・健全度判定の調査結果による）　（※１）

うち借家面積

総 合 判 定

- 日



　

(a) 年 (b) 円 (c) 円

※１

※２

※４

※５

※６

※７

※８

※９ 市民一人あたりの(c)：(b)の年平均÷人口（平成25年１月25日現在の169,844人）

５　データ分析

(b)の年平均：(b)÷法定耐用年数の残存年数。残存年数がない場合は解体費用のみ計上。

ＩＳ値：耐震診断を行った場合の建物の耐震指標のこと。耐震改修促進法等では耐震指標の判定基準を0.6以上としており、それ以

下の建物については耐震補強の必要性があると判断される。ただし、防災拠点となる公共施設等は0.7以上としている。

新耐震基準：昭和56年6月の建築基準法改正以降に建設された建物の耐震基準（マグニチュード８以上の大地震に対する耐震性が

確保されている）のこと。改正以前の基準の建物は「旧耐震建築物」と呼ばれる。

　延床面積延床面積延床面積延床面積１１１１㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの年間利用者数年間利用者数年間利用者数年間利用者数をををを示示示示すすすす指標指標指標指標（（（（人人人人））））

　年間利用者数（3年平均）÷延床面積　数値が高いほど利用者数が多い.。

　利用者数が不明の場合は評価できないため0、利用者数が0の施設は1

レ ー ダ チ ャ ー ト で 示 す ６ つ の 指 標

（ａ）までに要する修繕・解体コスト：現在から法定耐用年数まで使用した場合に必要となる施設の修繕と解体の費用の概算額。

ⅢⅢⅢⅢ....バリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリー

　主主主主なななな建物建物建物建物にににに対対対対するするするするバリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリーのためののためののためののための整備状況整備状況整備状況整備状況をををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　6項目について確認。全ての項目に対応している場合「対応」、一部でも対応していない

　場合「一部対応」、全くしていない場合「非対応」と評価。

非対応

法定耐用年数までの残存年数：法定耐用年数から建設からの経過年数を減した数。法定耐用年数を超えた場合はマイナスで表記。

　ファシリティコストファシリティコストファシリティコストファシリティコストにににに対対対対するするするする利用料等利用料等利用料等利用料等（（（（利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの割合割合割合割合））））をををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　利用料等÷ファシリティコスト（施設維持コスト＋施設運営コスト）

　数値が高いほど、利用者負担の割合が高く、収支のバランスが取れている。

　利用料等が発生しない施設は１、ファシリティコストが発生しない施設は３

　延床面積延床面積延床面積延床面積１１１１㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの施設維持施設維持施設維持施設維持にかかるにかかるにかかるにかかるコストコストコストコストをををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　①施設維持コスト小計÷延床面積

　数値が高いほど、施設規模に比べて施設維持にコストがかかっている

　施設を保有していない場合は0。保有していても施設維持コストが発生しない場合は３

総　合　評　価

経過年数から老朽化対策の検討が必要（Ⅰ）。耐震性能を有する（Ⅱ）。バリアフリーは非対応

（Ⅲ）。

(b)の年平均（※８）

30,943,000 

※３

建物の総合判定：構造体劣化調査と健全度判定の結果から総合判定を行なっている。判定の序列はＤ→Ｃ→Ｂ→Ａの順に良くな

る。（推計）は、調査していないが、類似建物と比較して評価したもの。複合施設の場合は、主たる施設で判定。

利用状況：人数は施設の年間延利用人数。学校・幼稚園・保育園・児童クラブは、各年4月1日現在の在籍児童生徒数。市営住宅等

は入居戸数（世帯数）で記載。庁舎等で利用者数等の把握が難しい施設は推定値

コスト計算：市民一人あたりは、ファシリティコスト÷人口（平成25年１月25日現在の169,844人）

コスト計算：延床面積一㎡あたりは、ファシリティコスト÷延床面積
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コスト計算：利用者一人あたりは、ファシリティコスト÷利用者数（３か年平均）

11 

同一小分類の施設間比較では、㎡あたりの利用者数は少ない方（Ⅳ）、利用者負担の割合は少な

い方（Ⅴ）、㎡あたりの施設維持コストは安い方（Ⅵ）。

法定耐用年数までの残存年数(※６) （ａ）までに要する修繕・解体コスト(※7)

（％）

ⅥⅥⅥⅥ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの

施設維持施設維持施設維持施設維持コストコストコストコスト

ⅠⅠⅠⅠ....老朽化状況老朽化状況老朽化状況老朽化状況

ⅡⅡⅡⅡ....耐震性能耐震性能耐震性能耐震性能

　　　　主主主主なななな建物建物建物建物にににに対対対対するするするする耐震安全性耐震安全性耐震安全性耐震安全性をををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　　　　耐震性能の有無・耐震診断の未診断と、Ｉｓ値・新耐震基準を表示

　建物建物建物建物のののの老朽化老朽化老朽化老朽化をををを示示示示すすすす指標指標指標指標（％）（％）（％）（％）

　　　　建設からの経過年数を法定耐用年数と比較して％表示

　1-（法定耐用年数までの残存年数÷法定耐用年数）複数棟の場合は主な建物で算定

　数値が高いほど老朽化が進んでいる。

71.05

新耐震基準

有

レーダーチャート

耐震性能･･･

ＩＳ値等･･･

（同一小分類の施設間で比較）

（同一小分類の施設間で比較）

- ％

- 人/㎡

16.56 円/人

ⅣⅣⅣⅣ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの

利用者数利用者数利用者数利用者数

ⅤⅤⅤⅤ....利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの割合割合割合割合

16.92 円/㎡

（同一小分類の施設間で比較）

市民一人あたりの(c)（※９）

2,813,000.00 

0

1

2

3

ⅠⅠⅠⅠ....老朽化状況老朽化状況老朽化状況老朽化状況

ⅡⅡⅡⅡ....耐震性能耐震性能耐震性能耐震性能

ⅢⅢⅢⅢ....バリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリー

ⅣⅣⅣⅣ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの利用者数利用者数利用者数利用者数

ⅤⅤⅤⅤ....利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの割合割合割合割合

ⅥⅥⅥⅥ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの施設維持施設維持施設維持施設維持コストコストコストコスト

建設からの経過年数を

法定耐用年数と比較

３. 30％未満（残存年数多）

２. 30%以上7割未満

１. 70％以上（残存年数少）

新耐震基準（※４）への適合性

３. 新耐震基準・耐震改修が不要又は施工済

　　（ＩＳ値　0.7以上）（※５）

２. 耐震改修が不要又は施工済

　　（ＩＳ値　0.6以上 0.7未満）

１. 耐震対策が必要又は耐震診断未実施

車イス用エレベータ、身障者用トイレ、道路

から入口までの車イス用スロープ、自動ドア、

階段手すり、点字ブロックの6項目の整備状況

３. 対応済　２. 一部対応　１. 非対応

３．上位3割以内（施設維持単価安）

２．中位

１．下位3割以内（施設維持単価高）

３．上位3割以内（利用者負担の割合が高）

２．中位

１．下位3割以内（利用者負担の割合が低）

３．上位3割以内（利用者数多）

２．中位

１．下位3割以内（利用者数少）

くもの巣グラフと言わ

れ、グラフ面積が大きい

ほど評価が高くなる。

ⅠⅠⅠⅠ～～～～ⅢⅢⅢⅢ：：：：絶対評価絶対評価絶対評価絶対評価

ⅣⅣⅣⅣ～～～～ⅥⅥⅥⅥ：：：：相対評価相対評価相対評価相対評価

同一小分類の施設間で比較

　※評価できない場合は0

　※評価できない場合は0


